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１ 教育基本法 
 
                                     平成18年12月22日  




   目 次 
 前 文 
 第１章 教育の目的及び理念（第１条―第４条） 
 第２章 教育の実施に関する基本（第５条―第15条） 
 第３章 教育行政（第16条・第17条） 
 第４章 法令の制定（第18条） 

























 四 生命を尊び，自然を大切にし，環境の保全に寄与する態度を養うこと。 
 五 伝統と文化を尊重し，それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに，他国を尊重し，
国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 




























































































   第４章 法令の制定 
第18条 この法律に規定する諸条項を実施するため，必要な法令が制定されなければならない。 
 






 一 社会教育法（昭和24年法律第207号）第１条 
 二 産業教育振興法（昭和26年法律第228号）第１条 
 三 理科教育振興法（昭和28年法律第186号）第１条 
 四 高等学校の定時制教育及び通信教育振興法（昭和28年法律第238号）第１条 
 五 義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法（昭和29年法律第157号）第
１条 
 六 国立大学法人法（平成15年法律第112号）第37条第１項 




 一 放送大学学園法（平成14年法律第156号）第18条 
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２ 地方自治法（抄） 
 
                               昭和22年４月17日 法律第67号  
                               最近改正 
                               平成25年４月10日 法律第67号 
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３ 社会教育法（抄） 
 
                               昭和24年６月10日 法律第207号  
                               最近改正 
                               平成20年６月11日 法律第 59号 
 


















 （市町村の教育委員会の事務）  
第５条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は，社会教育に関し，当該地方の必要に応じ，
予算の範囲内において，次の事務を行う。 
 一 社会教育に必要な援助を行うこと。 
 二 社会教育委員の委嘱に関すること。 
 三 公民館の設置及び管理に関すること。 
 四 所管に属する図書館，博物館，青年の家その他社会教育施設の設置及び管理に関すること。 





 八 職業教育及び産業に関する科学技術指導のための集会の開催並びにその奨励に関すること。 
 九 生活の科学化の指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 
 十 情報化の進展に対応して情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知識又は技能に
関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びにこれらの奨励に関すること。
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 十一 運動会，競技会その他体育指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 








 十六 社会教育に関する情報の収集，整理及び提供に関すること。 
 十七 視聴覚教育，体育及びレクリエーションに必要な設備，器材及び資料の提供に関すること。 
 十八 情報の交換及び調査研究に関すること。 





 一 公民館及び図書館の設置及び管理に関し，必要な指導及び調査を行うこと。 
 二 社会教育を行う者の研修に必要な施設の設置及び運営，講習会の開催，資料の配布等に関するこ
と。 
 三 社会教育施設の設置及び運営に必要な物資の提供及びそのあっせんに関すること。 
 四 市町村の教育委員会との連絡に関すること。 
 五 その他法令によりその職務権限に属する事項 
（昭28法211・昭36法166・昭42法120・平11法87・平20法59・一部改正） 
 
   第５章 公民館 
（昭26法17・旧第４章繰下） 
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 一 定期講座を開設すること。 
 二 討論会，講習会，講演会，実習会，展示会等を開催すること。 
 三 図書，記録，模型，資料等を備え，その利用を図ること。 
 四 体育，レクリエーション等に関する集会を開催すること。 
 五 各種の団体，機関等の連絡を図ること。 









































































 一 公民館がこの法律若しくはこの法律に基く命令又はこれらに基いてした処分に違反したとき。 
 二 公民館がその事業の全部若しくは一部を廃止し，又は第20条に掲げる目的以外の用途に利用され
るようになったとき。 
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 三 補助金交付の条件に違反したとき。 


























                               昭和24年７月22日 政令第280号  
                               最近改正 




 一 施設費 施設の建築に要する本工事費，附帯工事費及び事務費 





 一 公民館の設置運営の概況 
 二 公民館運営費補助額の明細 
 三 公民館運営費補助に関する都道府県の条例又は補助の方法 








                               昭和31年６月30日 法律第162号  
                               最近改正 
                               平成12年６月９日 法律第 91号 
 
   第４章 教育機関 







































                        昭和34年４月30日 文社社第283号 
































                     昭和34年４月30日 文社社第283号 











































                               平成２年６月29日 法律第71号  
                               最近改正 
                               平成14年３月31日 法律第15号 
 



















 二 住民の学習に対する需要及び学習の成果の評価に関し，調査研究を行うこと。 
 三 地域の実情に即した学習の方法の開発を行うこと。 























































 一 生涯学習に係る機会の総合的な提供に関する基本的な事項 
 二 前条第１項に規定する地区の設定に関する基本的な事項 
 三 総合的な提供を行うべき生涯学習に係る機会（民間事業者により提供されるものを含む。）の種類
及び内容に関する基本的な事項 
 四 生涯学習に係る機会の総合的な提供に必要な事業に関する基本的な事項 













































                           昭和22年５月23日 文部省令第11号 
                           最近改正 













                            平成10年３月27日 文部省告示第41号 
                            最近改正 









 一 大学又は高等専門学校における科目等履修生，研究生又は聴講生としての学修 
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 ロ 審査の実施に関し，十分な社会的信用を得ていること。 
 ハ 審査が全国的な規模において，毎年１回以上おこなわれるものであること。 
 ニ 審査の実施の方法が，適切かつ公正であること。 
３ 省令第63条の４第三号の別に定める学修は，次に掲げる活動に係る学修で高等学校教育に相当する
水準を有すると校長が認めたものとする。 
 一 ボランティア活動，就業体験その他これらに類する活動 






          平成13年７月11日 13文科生第279号 






















 (1) 改正内容の概要 
   家庭教育に関する学習機会の充実を図るため，「家庭教育に関する学習の機会を提供するための
講座の開設及び集会の開催並びにこれらの奨励に関すること」を教育委員会の事務として規定した
こと。 
 (2) 基本的な留意点 
  ① 今回の改正の趣旨は，家庭教育の向上を図るため，教育委員会や公民館等の社会教育施設が自
ら講座や集会を開催すること，及び民間の社会教育団体等が開催する講座や集会を奨励すること
を教育委員会の事務として規定するものであること。 

















 (1) 改正内容の概要 
   青少年の社会性や豊かな人間性をはぐくむため，「青少年に対しボランティア活動など社会奉仕
体験活動，自然体験活動その他の体験活動の機会を提供する事業の実施及びその奨励に関すること」
を教育委員会の事務をして規定したこと。 
 (2) 基本的な留意点 
  ① 今回の改正の趣旨は，教育委員会や公民館等の社会教育施設が自ら体験活動の機会を提供する
事業を実施すること，及び民間の社会教育団体等が実施する事業を奨励することを教育委員会の
－  － 23
事務として規定するものであること。 










 (1) 改正内容の概要 
   社会教育委員及び公民館運営審議会の委員に「家庭教育の向上に資する活動を行う者」を委嘱で
きるようにしたこと。 
 (2) 基本的な留意点 
  ① 今回の改正の趣旨は，従来の「学校教育及び社会教育の関係者」及び「学識経験のある者」に
加えて，「家庭教育の向上に資する活動を行う者」を，社会教育委員や公民館運営審議会の委員に
委嘱できることにより，家庭教育の向上のための施策の一層の充実を図るものであること。 
  ② 「家庭教育の向上に資する活動を行う者」とは，例えば，以下のような者を指すものであるこ
と。 
   ア 子育てサークル（子育て中の親が任意に集まり，親子のふれあいや仲間づくり等を目的に活
動を行うサークル）のリーダー 
   イ 子育てサポーター等，自らの子育て経験を活かすことなどにより，家庭教育に関する悩みや
不安を抱く親からの相談に対応したり，情報提供を行う者 
   ウ 家庭教育に関する相談員や児童福祉司等，子育てに関する親からの相談に対応している者 













































































              平成15年６月６日 15文科生第343号 



































































































































 一 会議及び集会に必要な施設（講堂又は会議室等） 
 二 資料の保管及びその利用に必要な施設（図書館，児童室又は展示室等） 
 三 学習に必要な施設（講義室又は実験・実習室等） 
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 （設 備） 
第４条 公民館には，その事業に応じ，次の各号に掲げる設備を備えるものとする。 
 一 机，椅子，黒板及びその他の教具 
 二 写真機，映写機，テープ式磁気録音再生機，蓄音機，テレビジョン受像機，幻灯機，ラジオ聴取
機，拡声用増幅器及びその他の視聴覚教育用具 
 三 ピアノ又はオルガン及びその他の楽器 
 四 図書及びその他の資料並びにこれらの利用のための器材器具 
 五 実験・実習に関する器材器具 
 六 体育及びレクリエーションに関する器材器具 
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（参考）「公民館の設置及び運営に関する基準」の取扱について 
 
                     昭和35年２月４日 文社施第54号 
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ものでなければならない。 







   「児童室」とは，主として児童向の資料を整備して児童の利用に供するものをいう。 




   なお，この最低の面積によって基準に示されている必要な施設を備えようとする場合には例えば
廊下を展示場とし，図書室と児童室を兼ねさせ，講堂を間仕切りすることによって講義室として使
えるようにするなど設計に十分工夫されたい。 





























































  以上のほか次の諸点について留意されたい。 
 (1) 公民館の呼称 
   公民館の呼称は異なる内容のものをも同一の呼称を用いているなど様々で，調査等に不便なこと
が多いので今後は，なるべく次のようなものを用いること。 
  (ｲ) 市町村の全地域を対象区域とする公民館の場合 
    ○○市（市立）公民館 
   または 
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    ○○市（市立）中央公民館 
  (ﾛ) 一定区域を対象区域とする公民館の場合 
    ○○市（市立） ○ ○公民館 
           （地区名） 
    ただし，基準第７条の公民館は(イ)の呼称を用いてもさしつかえない。 
  (ﾊ) 分館の場合 
    (ｲ)の公民館に所属する場合 
     ○○市（市立）公民館○○分館 
    または 
     ○○市（市立）中央公民館○○分館 
    (ﾛ)の公民館に所属する場合 
     ○○市（市立） ○ ○公民館○○分館 
            （地区名） 
    なお，従来の支館，分室等の名称はなるべく避けるようにされたい。 
 (2) 報 告（略） 
 (3) 運 営 
   公民館の運営については，次のことに留意してその利用上の効率を増大するよう努めなければな
らない。 
  (ｲ) 公民館の事業は教育委員会の教育計画を考慮するとともに公民館運営審議会の活用をはかり，
できるだけ重点的，計画的に実施するようにすること。 
  (ﾛ) 事業の実施にあたっては，社会教育委員，公民館運営審議会委員，体育指導委員，その他地域
内の学識経験者，団体役員等ひろく住民の協力によるように努めること。 









 平成20年６月11日 20文科生第167号                             























 １ 社会教育法の一部改正関係 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備等（第３条及び第５条関係） 
   ① 国及び地方公共団体が社会教育に関する任務を行うに当たって，国民の学習に対する多様な
需要を踏まえ，これに適切に対応するために必要な学習の機会の提供及びその奨励を行うこと
により，生涯学習の振興に寄与するものとなるよう努めるものとすること。 
   ② 国及び地方公共団体が社会教育に関する任務を行うに当たっての配慮事項として，社会教育
が学校，家庭及び地域住民その他の関係者相互間の連携及び協力の促進に資することとなるよ
う努めることを加えること。 
   ③ 教育委員会の事務に，次の事務を規定すること。 
   （ⅰ）家庭教育に関する情報の提供に関する事務 
   （ⅱ）情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知識又は技能に関する学習の機会
を提供するための講座の開設等の事務 
   （ⅲ）主として学齢児童及び学齢生徒に対する，学校の授業の終了後等に学校等を利用して行う
学習等の機会を提供する事業の実施等の事務 
   （ⅳ）社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用して学校，社会教育施設
その他地域において行う教育活動等の機会を提供する事業の実施等の事務 
   （ⅴ）社会教育に関する情報の収集，整理及び提供に関する事務 
  イ 公民館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供（第32条及び第32条の２関
係） 
    公民館はその運営状況の評価及び改善並びにその運営に関する地域住民等関係者への情報提供
に努めるべきこととすること。 
  ウ 社会教育関係団体に対する補助金の交付に係る諮問の例外（第13条関係） 
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  エ 社会教育主事となる資格を得るために必要な実務経験の範囲の拡大（第９条の４関係） 
    社会教育主事となる資格を得るために必要な３年以上の実務経験の対象として，司書，学芸員
等，学校や社会教育施設における一定の職を加えること。 
  オ その他（第９条の３関係） 
   ① 社会教育主事は，学校が社会教育関係団体等の関係者の協力を得て教育活動を行う場合には，
その求めに応じて助言を行うことができることとすること。 
 
 ２ 図書館法の一部改正関係 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備（第３条及び第15条関係） 
   ① 図書館が行う事項として，社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用
して行う教育活動等の活動の機会を提供・奨励する事項を加えること。 
   ② 図書館の事項の実施における配慮事項として家庭教育の向上に資することを加えるとともに，
図書館協議会の委員を任命できる範囲に家庭教育の向上に資する活動を行う者を加えること。 
  イ 図書館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供等（第７条の２から第７条
の４まで関係） 
   ① 文部科学大臣は，図書館の設置及び運営上望ましい基準を定め，これを公表することとする
こと。 
   ② 図書館について，１のイと同様の改正を行うこと。 
  ウ 司書等の資格取得要件の見直し及び資質の向上等（第５条及び第７条関係） 
   ① 司書となる資格を得るために大学において履修すべき図書館に関する科目を，文部科学省令
で定めることとすること。 
   ② 司書となる資格を得るために必要な実務経験について，１のエと同様の改正を行うこと。 
   ③ 司書補の学歴要件を，大学に入学することのできる者とすること。 
   ④ 文部科学大臣及び都道府県教育委員会は，司書及び司書補に対し，その資質の向上のために
必要な研修を行うよう努めることとすること。 
  エ その他（第３条関係） 
   ① 図書館が収集し一般の公衆の利用に供する「図書館資料」について，「電磁的記録」を含むこ
とを明示すること。 
 
 ３ 博物館法の一部改正関係（第３条及び第21条関係） 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備 
   ① 博物館が行う事業として，２のアの①と同様の改正を行うこと。 
   ② 博物館協議会の委員を任命できる範囲に家庭教育の向上に資する活動を行う者を加えること。 
  イ 博物館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供（第９条及び第９条の２関
係） 
    博物館について，１のイと同様の改正を行うこと。 
  ウ 学芸員等に関する資格取得要件の見直し及び資質の向上 
（第５条及び第７条関係） 
   ① 学芸員となる資格を得るために必要な実務経験について，１のエと同様の改正を行うこと。 
   ② 学芸員及び学芸員補の研修について，２のウの④と同様の改正を行うこと。 
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  エ その他（第２条関係） 
   ① 博物館が収集・展示等を行う「博物館資料」について，２のエの①と同様の改正を行うこと。 
 
 ４ 施行期日等 
  ア この法律は，公布の日から施行すること。ただし，２のウの①に定める事項については，平成
22年４月１日から施行すること。（附則関係） 




 １ 社会教育主事講習等規程の一部改正関係 




 ２ 図書館法施行規則の一部改正関係 
  ア 司書の資格要件に関して，実務経験が必要とされる場合に，当該実務経験として評価されるも
のに官公署，学校又は社会教育施設において社会教育主事や学芸員その他の一定の職を加えるこ
とに伴い，司書講習の受講資格の必要な実務経験において所要の改正を行うこと。（第２条関係） 
  イ 司書補の学歴要件を，大学に入学することのできる者とすることに伴い所要の改正を行うこと。
（第３条及び第11条関係） 
 
 ３ 博物館法施行規則の一部改正関係 





 ４ 施行期日等 
  ア この省令は，公布の日から施行すること。（附則関係） 






  ア 社会教育法第９条の４第１号ロに規定する社会教育主事補の職と同等以上の職として以下の職
を追加又は削除すること。（一関係） 
   ① 内閣府及び文部科学省において青少年の健全な育成に関する事項の企画及び立案又は総合調
整に関する事務に従事する者の職を削除すること。 
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   ② 大学等において社会教育に係る学習又は文化活動その他の生涯学習に資する諸活動の機会の
提供に関する事務に従事する者の職を追加すること。 
   ③ 社会教育施設において社会教育に係る学習又は文化活動その他の生涯学習に資する諸活動の
機会の提供に関する事務に従事する者の職を追加すること。 
  イ 社会教育法第９条の４第１号ハに規定する社会教育に関係のある事業における業務であって，
社会教育主事として必要な知識又は技能の習得に資するものとして以下の業務を追加すること。
（二関係） 
   ① アの②と同様の改正を行うこと。 
   ② アの③と同様の改正を行うこと。 
  ウ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 
 ２ 司書補の職と同等以上の職の指定関係（平成20年告示第90号） 
  ア 図書館法第５条第１項第３号ハに規定する司書補の職と同等以上の職として以下の職を指定す
ること 








   ② 地方公共団体の教育委員会において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員
の職 
   ③ 学校において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員の職 
   ④ 社会教育施設において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員の職 
   ⑤ 社会教育主事の職 
   ⑥ 学芸員の職 
  イ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 
 ３ 学芸員補の職に相当する職等の指定の一部改正関係（平成20年告示第91号） 
  ア 博物館法第５条第２項に規定する学芸員補の職と同等以上の職として以下の職を追加すること。 
   ① 文部科学省（文化庁及び国立教育政策研究所を含む。），大学共同利用機関法人，独立行政法
人国立科学博物館及び独立行政法人国立美術館において博物館資料に相当する資料の収集，保
管，展示及び調査研究に関する職務に従事する職員の職 
   ② 社会教育施設において博物館資料に相当する資料の収集，保管，展示及び調査研究に関する
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職務に従事する職員の職 
  イ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 
 ４ 公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準の一部改正関係（平成20年告示第92号） 






   各号で規定している「教育活動その他の活動」とは，具体的には，例えば，学校における「学校
支援地域本部事業」（※）として行われるボランティア等による支援活動，図書館における子どもへ
の読み聞かせ活動，博物館における展示解説活動などが挙げられる。 

















 ３ 社会教育委員の役割について（社会教育法第13条） 




 ４ 図書館協議会及び博物館協議会の委員について（図書館法第15条，博物館法第21条） 
   図書館協議会及び博物館協議会は，地域住民をはじめとする利用者の声を十分に反映して運営を
行うために設置するものであり，地域の実情に応じて多様な人材の参画を得るよう努めること。な


















  ※ http://www.mext.go.jp/b_menu/houan/kakutei/08040703.htm 
 別紙１ 改正法律概要１枚紙 
 別紙２ 官報 





















－  － 40
14 教育振興基本計画（抄） 
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【主な取組】 










基本施策 22 豊かなつながりの中での家庭教育支援の充実 
 
【主な取組】 
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15 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（抄） 
 
                               昭和37年９月６日 法律第150号 
                               最近改正 
                               平成19年７月６日 法律第111号  
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16 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律施行 
  令（抄） 
 
                               昭和37年10月10日 政令第403号 
                               最近改正 
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17 文部科学省所管公立社会教育施設災害復旧費調査要領 
 
                             昭和45年12月７日 文体体第221号 
                             最終改正 
                             平成23年５月10日 23文科生第124号 




















３ 土 地 
公立社会教育施設の敷地、屋外運動場（陸上競技場、庭球場、バレーボール場、野球場、球技場、
運動広場等）等の土地及びこれらの土地の造成施設で樹木は含まないものとする。 
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第５ 復旧費算出の基準 
  復旧工事費算出は一つの社会教育施設ごとに行なう。 











３ 土 地 
土地が被災した場合においては、その復旧に要する経費を要領第８の４の歩掛りにより算出する。 







１ 全 壊 
建物の全部又は一部が滅失又は倒壊し、新築して復旧する必要のある状態にあるもの。 
２ 半 壊 
建物の主要構造部が被災し、補強して復旧することが著しく困難又は不適当で改築しなければなら
ない状態にあるもの。 
３ 補 修（大破以外） 
























































第10 附 則 
この要領は、平成２３年３月１１日以降に発生した災害から適用する。 
別 表 
区     分 率 
建 物 新 築 復 旧
建 物 補 修 復 旧
土地復旧（土地、コート類含む。）
工 作 物 復 旧
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公立社会教育施設災害復旧費補助金交付申請要領 
 























ウ 土 地 
公立社会教育施設の敷地、屋外運動場（陸上競技場、庭球場、バレーボール場、野球場、球
技場、運動広場等）等の土地及びこれらの土地の造成施設で樹木は含まないものとする。 
















  国庫補助対象とする建物、建物以外の工作物及び土地の復旧箇所、数量を記入すること。 
エ 復旧図 
  設備復旧の場合は、添付を要しない。 
オ 特例理由書（別紙６） 
カ 契約書本文の写 
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１ 公民館の設置運営について 
 
                               昭和21年７月５日 発社第122号  





























































 (3) 公民館は町村に各一ヶ所設ける外，出来得れば各部落に適当な建物を見付けて分館を設けるこ 
と。 

































  公民館の編成及設備は其の町村の特殊性や町村民の要望に応じ，又資金や資材の充足事情に依っ 
て，必ずしも画一的にする必要はなく，努めて弾力性のあるものとすべきであるが，以下に掲げる所
を一応公民館編成の参考とせられたい。 
 (1) 公民館の下の部を置き，各部に主事を配属して其の活発な運営を担当せしむること。 
  １ 教養部  ２ 図書部  ３ 産業部  ４ 集会部 
   上の各部の外必要に応じて例えば体育部，社会事業部，保健部などを設けてもよい。 
 (2) 公民館には其の規模に応じ成るべく下の施設を為すこと。 
  １ 教 室  ２ 談話室  ３ 講 堂  ４ 図書室  ５ 陳列室  ６ 作業室 
  ７ 娯楽室  ８ 講師控室 ９ 運動場 
   之れらの施設は公民館を併設した建物（学校，公会堂其の他）の之れらの施設を共用するものと
すること。 
 (3) 公民館には成るべく下の器具及図書を備えること。 
  １ 映写機  ２ 幻燈機  ３ ラジオ受信機  ４ 製粉機，脱穀機，電気器具，修理器具其
の他産業指導に必要な器具（農村，山村，漁村，工業地等町村民の生活状態に応じ必要な産業指導
用器具）  ５ 各種教養図書  ６ 各種新聞及雑誌  ７ 蓄音機，楽器其の他の娯楽器具 
  ８ 各種運動器具 
 
６ 公民館の事業 
 (1) 教養部 
  １ 教養部には常時下の学級を置き教養を求めている男女受講生を募集して一般教養に必要な学科
を授け，社会生活の実際に則し，善良な社会人としての資質を養成せしめること。 
   イ 成人学級 
   ロ 婦人学級（又は母親学級） 
－  － 62
  ２ 成人学級は青年学校卒業者其の他一般成人の受講生を以て編成し下の教育を為すこと。 
   イ 時事問題，公民常識，社会道徳に関する教育 
   ロ 産業指導の基礎となるべき科学教育 
  ３ 婦人学級は女子青年学校卒業者其の他一般成人女子の受講生を以て編成し，下の教育を為すこ
と。 
   イ 婦人に必要なる時事問題，公民常識，社会道徳に関する教育 
   ロ 家庭生活の科学化に必要な教育 
   ハ 家政，育児，家庭衛生，裁縫等に関する教育 
  ４ 成人学級と婦人学級は必ずしも之を二つに分けて教育する必要はなく，男女共学の学級とする
なり又は学科によって両者を合併して教育する等適当に運営すること。 
  ５ 教養部の教育に於ては社会人としての相互啓発の為，常に研究会，討論会，懇談会等を開催  
し，又健全な娯楽（映画，演劇，音楽）等を与え楽しみつゝ学ぶ様な方法で智識教養の向上を図
ること。 
  ６ 教養部の講座は選任主事に於て公民館委員会の承認を経た上日程及講座予定を定め，恒久的に
開講することとし，其の教育は専任主事が之を担当する外，町村内の各方面の指導者，各団体幹
部，中央招聘講師等適当な部外講師の協力を求めること。 
  ７ 教養部を中心に毎月１回公民館関係者の総会を開くこと。 
 
 (2) 図書部 
  １ 図書部に於ては教養図書，各種科学雑誌等を購入し，閲覧室を設けて一般町村民の閲覧に供す
ること。 
  ２ 図書部の図書は之を積極的に貸出を行い又読書会を開催して，部落に出張指導を行うこと。 
  ３ 郷土生活の向上に必要な郷土史料，町村政治，産業教育に関する各種図表，図書，時事解説資
料等を陳列し観覧に供すること。之らの資料によって眼に訴える教育に資する様にし，町村民が
常に町村政の現状や産業状態に通暁している様指導すること。 
  ４ 国民学校や青年学校にある適当な教育図書は公民館の図書部と共用して一般の閲覧に供する様
に取計ふこと。 
  ５ 図書部専任主事は図書の購入，保管，貸出，読書指導を担当すること。 
 
 (3) 産業部 
  １ 産業部に於ては町村民に対する各種産業の科学的指導を担当するものとし，之に必要な各種器
具機械に依り実物教育を行ふと共に，一般町村民の利用に供すること。 
  ２ 産業指導の為め必要ある場合は各種の副業設備例へば製粉事業，食糧品加工，ホームスパン，
鞣皮，藁工品，肥料生産，民芸品製造，農具修理，自転車修理等の作業場を設けて各種の団体に
利用させ，又個人の申出によって農具の修理に応ずるなどの便宜を与えること。 
  ３ 町村生活の科学化，合理化の為出張指導を行ふこと。 
  ４ 産業指導についても図其の他各種の資料の陳列によって眼に訴える教育に努めること。 
  ５ 産業部専任主事は科学的知識技能者が之に当り，下各項の指導を担当すること。 
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 (4) 集会部 
  １ 集会部は常に町村民の為に下の様な会合を計画開催して，其の集会の指導斡旋に当ること。 
   イ 講演会  ロ 講習会  ハ 討論会  ニ 懇談会  ホ 文化講座  ヘ 映写会 
   ト 演劇会  チ 音楽会  リ ラジオ聴取会  ヌ 運動競技会  ル 町村政懇談会 
   ヲ 各種展覧会，展示会，博覧会 
  ２ 特に討論会については正しい討論の方法を指導し討論の為に感情的な敵対関係を醸し出すこと
のない様に当時の訓練を施すこと。 
  ３ 集会部専任主事は常に上集会の為の講師斡旋及会の進行等を担当すること。 
 
 (5) 其の他の事業 
  １ 上各部の活動の外下の事業も行ふこと。 
   イ 学生，一般青壮年の研究修養に便宜を与えること。 
   ロ 農村実態調査及研究をなすこと。 
   ハ 啓蒙的新聞，パンフレット等を作製領布すること。 
   ニ 託児所，共同炊事場，共同作業所等の経営を指導すること。 
   ホ 簡易な医学，衛生事業及其の指導をなすこと。 
  ２ 公民館には青年団，女子青年団，婦人団体，少年団其の他文化団体本部を置き事業の企画指導
及団体相互の事業調整に当ること。 
  ３ 公民館に於ては農村又は其の他の社会事業，慈善事業団体の委託を受け又は之等と緊密な連絡
の下に之に協力する様な事業を行って差支へないこと。 
  ４ 公民館に於ては冠婚葬祭等に関する設備を充実し，町村民にも努めて之を利用せしめるよう奨
励すること。 
 
 (6) 運営上の注意 
   公民館の運営に付ては町村内に於ける各種文化団体，各種産業団体との協力聯繫を保つ必要があ
るのは勿論であるが，尚中央に於ける下の如き各種文化団体，産業関係諸団体と緊密に連絡し其の
協力を受けること。 
  イ 財団法人社会教育聯合会  ロ 恩賜財団母子愛育会  ハ 中央社会事業協会  ニ 全国
農業会  ホ 社団法人農山漁村文化協会  ヘ 大日本教育会  ト 財団法人社会教育協会 
  チ 財団法人日本女子社会教育会  リ 財団法人農村青年協会  ヌ 財団法人大日本生活協会 
  ル 財団法人中央報徳会  ヲ 財団法人大日本報徳社  ワ 財団法人報徳会  カ 財団法人
修養団  ヨ 日本文化協会  タ 財団法人日本青年館  レ 財団法人大日本図書館協会 
  ソ 財団法人日本博物館協会  ツ 財団法人大日本映画教育会  ネ 日本移動映写聯盟 
  ナ 財団法人日本移動演劇聯盟  ラ 日本紙芝居協会  ム 日本レコード協会  ウ 日本音
楽聯盟  ヰ 教育音楽家協会  ノ 財団法人大日本音楽振興会  オ 財団法人日本国民禁酒














  １ 公民館設置の規模及一般計画 
  ２ 公民館設置に要する経費予算及経費調達方法 
  ３ 公民館委員会設置の方法（委員選任の方法等の決定） 
  ４ 其の他必要な事項 
 (4) 公民館設置準備委員会の任務が終了すればこの委員会が中心となって４の(3)に掲げた正式の公
民館委員を選出して事業を進めること。 











 (3) 随時に公民館の職員の講習会，研究会等を開催して極力其の素質向上付に努力すること。 





























                        昭和21年８月16日 発社第154号 




















                    昭和21年12月18日 発社第122号 















 (1) 生活扶助   (2) 医療   (3) 助産   (4) 生業扶助   (5) 葬祭扶助 
２ 上の保護を目的とする施設の外に，上の保護をうける者を援護するために行う下の施設も同法の保
護施設となりうるものであること。 
 イ 宿所を提供する事業 
 ロ 託児事業 





























                            昭和23年７月28日 































                     昭和25年６月16日 支社施第265号 






































                           昭和25年５月８日 衛発第29号 
                           都道府県知事あて 厚生省公衆衛生局長  




























                         昭和26年３月30日 委社第45号 
                         各都道府県教育委員会，各都道府県知事あて  











 １ 公民館長について 
  (1) 常勤の館長は，一般職に属し，且つ「有給の職員」であること。 
  (2) 非常勤の館長は，地方公務員法第３条第３項第三号に該当する特別職に属し，従って地方公務
員法の全面適用を受けず，また「有給職員」ではないこと。 
  (3) 市町村長，助役，地方議会議員が公民館長を兼務することは，その館長の職が上記(2)に該当す
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る場合は認められること。（地方自治法第141条第２項，第166条第２項，及び第92条第２項参照） 
２ その他の職員について 
  (1) 常勤の職員は１の(1)の場合と同様一般職に属するものであること。 











 (1) 公民館長以外の職員は，特別職のものに限り，現職のまま立候補できること。 








                           昭和26年６月29日 地社第16号 



























 (1) 課長と館長との関係について 
  (ｲ) 課長は教育委員会事務局（または市町村の補助機関）の社会教育主管責任者として教育委員会
（または市長村長）の命に基き，社会教育法第５条の実施につき責任を持つものであるから，公
民館運営の実情を常に把握してこれの充実につとめる必要があること。 









   (A) 公民館における事業の実施についてはできるだけ公民館の主体性を尊重すべきで，行政当局
の意志を一方的に住民に押しつける結果に陥らないようにすること。 
   (B) 公民館と行政当局とは二元的に運営されるべきものでなく全市町村的立場から綜合的に運営
されるべきこと。 





 (2) 予算経理部面について 
  (ｲ) 予算案の編成に関しては公民館及び社会教育担当課は，それぞれの立場において原案を作成 
し，その後の調整や折衝その他の事務的手続きは，社会教育担当担当課を通じて総合的に行うの
がたてまえであること。 
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 (3) 事業計画，実施について 
  (ｲ) 事業計画の作成及び実施については，公民館と社会教育担当課とはそれぞれの立場において行
うべきこと。 
























                     昭和27年９月26日 委社第208号 

























                    昭和28年10月13日 文社施第444号 
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８ 公民館の分館に関する疑義の照会について（抄） 
 
             昭和29年３月15日 
























                  昭和30年１月13日 文社施第14号 




















   しかしながら，その開催にあたっては，期日および手続ならびに会場の秩序保持等について，一
般の公営立会演説会の場合の規定（法第155条から第159条まで）の趣旨に即応するよう措置し，か
つ当該市町村の選挙管理委員会にあらかじめ連絡協議し，慎重に行う配慮が必要であること。 










 (1) 守衛，給仕，小使等で法施行令（以下「令」という。）第90条第２項の規定に該当する者 
 (2) 公民館運営審議会委員の職に在る者，その他令第90条第３項第一号の規定に該当する者 
 (3) 専門調査員，審査員等の名称を有する職に在る者および統計調査員その他令第90条第３項第二号
の規定に該当する者 
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                    昭和30年２月10日 委社第20号 
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11 社会教育法第23条第１項第１号の解釈について（通知） 
 
              平成 25 年 3 月 26 日 24 文科生第779 号 
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12 公立公民館の設置及び管理について（抄） 
 
                     昭和30年２月19日 文社施第48号 











 (2) 分館の設置及び管理 









 (1) 公民館の施設財産の所有関係を明確にする措置 
  (ｲ) 公民館の施設のうち建物，建物以外の主たる工作物及び土地について，市町村が所有権を有す
るものについては，所定の財産台帳に登載し常に正確に台帳を整備することを要すること。 
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13 公民館が主催する公職の候補者の合同演説会について 
 
          昭和30年４月14日 






















  昭和34年４月７日 
愛媛県教育委員会社会教育課長 
































            昭和30年５月13日 



























  昭和30年４月30日 
熊本県教育庁 社会教育課長 


















































             昭和30年６月22日 
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回 答 
１ (ｲ) 前段について 






  (ﾛ) 後段について 
   お見込みのとおりと解する。 
２について 
   非常勤の職である公民館長の職については，地方公務員法第３条第３項第三号に該当する特別職
に属するものとして取り扱われるべきものと解する。 
３について 
   設問の趣旨が明らかではないが，公立の公民館長の職務を他の職員に代理せしめるには，法律に
特別の定があることを要するから，設問中のいずれの方法をもってもそのようなことを行うことは
できない。 









                  昭和30年８月８日 委社第199号 







別 紙 (1) 
 媛教社第315号 
  昭和30年６月23日 
愛媛県教育委員会社会教育課長 
  文部省社会教育局長殿 
 



























  昭和30年８月８日 
文部省社会教育局長 
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                        昭和32年２月22日 法制局１発第８号 




１ 問 題 
 (ｲ) 社会教育法（昭和24年法律第207号）第10条に規定する社会教育関係団体の行う次の事業は，憲法
第89条にいう教育の事業（以下単に「教育の事業」という。）に該当するか。 
  １ 図書・記録，視聴覚教育等の資料を収集し，作成し，社会教育関係団体相互の間で貸借する事
業 
  ２ 社会教育（社会教育法第２条に規定する「社会教育」をいう。以下同じ。）活動の普及，向上又
は奨励のためにする社会教育関係団体若しくは一般人に対する援助若しくは助言又は社会教育関
係団体間の連絡調整 
  ３ 機関誌の発行若しくは資料の作成配布の方法による社会教育に関する宣伝啓発の活動又は社会
教育に関し相談に応ずる事業 
  ４ 図書・記録・視聴覚教育資料を公衆の利用に供する事業又は資料展示会若しくは展覧会の開催 
  ５ 競技会，体育大会又はレクリエーション大会の開催 
  ６ 研修会，読書会，鑑賞会，講演会又は講習会の開催 
  ７ 社会教育に必要な専門的，技術的指導者の養成 






















































                    昭和41年11月25日 委社第48号 





























                  昭和42年８月14日 文社社第255号 
                  各都道府県教育委員会教育長あて 文部省社会教育局長通知  
 
 このたび，許可，認可等の整理に関する法律（昭和42年法律第120号）が昭和42年８月１日に公布，即 




































                  昭和63年１月19日 文社社第38号 
































                  平成７年９月22日 委生第15号 





























委 生 第 15 号 
平成７年９月22日 











  お見込みのとおり。 
２について 
  お見込みのとおり。 
  なお，昭和32年２月22日付け法制局１発第８号「憲法第89条にいう教育の事業について」の内容に
十分留意する必要がある。 










































































                  平成12年４月14日 文生社第182号 

































 ・ 公民館における家庭教育に関する相談事業の充実。 
















        平成17年７月１日 17文科生第195号，法務省刑総第851号，最高裁総一第000641号  
        各都道府県・政令指定都市教育委員会教育長あて 文部科学省生涯学習政策局長・ 














































       平成17年９月27日 17文科生第354号 








































  なお，本通知発出に当たっては，その内容について，警察庁の了解を得ていることを申し添えます。 
  また，警察庁より，各都道府県警察あてに本件内容につき，周知が図られております。 










 ２ 防犯ボランティア活動等の支援 
  ③ 大学生や企業人等の防犯ボランティア活動への参加促進 
    地域社会における防犯ボランティア活動の担い手の拡大を目指し，地域におけるボランティア
活動促進のための多彩なプログラム開発を行う「地域ボランティア活動推進事業」の一環として，
大学生，企業人を含む地域住民全体を対象とした防犯ボランティア活動への参加を促進する。 
  ⑥ 公民館等を活用した防犯教育，防犯活動等の推進 
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25 地域における防災に係る教育・啓発活動の推進について 
 
        平成17年10月24日 府政防第880号，17文科生第394号，国河災第18号 
        各都道府県・政令指定都市教育委員会教育長あて 内閣府政策統括官（防災担当）・  














































        平成17年11月29日 17文科生第472号，平成17・11・24資庁第１号 
        各都道府県・政令指定都市教育委員会教育長あて 文部科学省生涯学習政策局長・  























  なお，社会教育施設等で，エネルギーに関する講座等の実施を希望する場合，別添の窓口に対し  
















              平成20年７月25日 20文科生第423号 






















                                     国文科会 
                                     財計第1087号 






























































                                     20文科会第189号 
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文部科学省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準 
 











 １ 申請手続の原則 
   適正化法第２条第３項に規定する補助事業者等が財産処分を行う場合には，文部科学大臣に別紙
１の財産処分承認申請書を提出することにより，申請手続を行う。 




  転用：補助対象財産の所有者の変更を伴わない目的外使用。 
  譲渡：補助対象財産の所有者の変更。 
  交換：補助対象財産と他人の所有する他の財産との交換。なお，設備の故障時の業者による引取り
は，交換ではなく廃棄に当たる。 
  貸付：補助対象財産の所有者は変更を伴わない使用者の変更。 
  取壊し：補助対象財産の使用を止め，取り壊すこと。 
  廃棄：補助対象財産の使用を止め，廃棄処分をすること。 
  担保に供する処分：補助対象財産に抵当権を設定すること。 
（注２）一時使用の場合 
   補助対象財産の業務時間外の時間帯や休日を利用し，本来の事業に支障を及ぼさない範囲で一時
的に他用途に使用する場合は，財産処分に該当せず，手続は不要である。 
（注３）承認後の変更 
   承認を得た後，当該承認に係る処分内容と異なる処分を行う掛合又は当該財産処分の承認に付さ
れた条件を満たすことができなくなった場合には，改めて手続が必要である。 
（注４）処分制限期間が10年未満である補助対象財産への適用 
   処分制限期間が10年未満である補助対象財産についても，この承認基準に定める手続を要するが，
処分制限期間を経過した場合には，この承認基準に定める手続を要しない。 
 
 ２ 申請手続の特例（包括承認事項） 
   次に掲げる財産処分（以下「包括承認事項」という。）であって別紙２により文部科学大臣への報




   なお，地域再生法（平成17年法律第24号）第５条の規定により，地方公共団体が地域再生計画の
認定申請を行い，内閣総理大臣の認定を受けたものは，同法第23条の規定により文部科学大臣の承
認を受けたものとみなす。 
  (1) 地方公共団体が，当該事業に係る社会資源が当該地域において充足しているとの判断の下に行
う次の財産処分（有償譲渡，有償貸付及び担保に供する処分を除く。） 
   ① 経過年数（補助目的のために事業を実施した年数をいう。以下同じ。）が10年以上である補助
対象財産について行う財産処分 
   ② 経過年数が10年未満である補助対象財産について行う財産処分であって，市町村の合併の特
例に関する法律（昭和40年法律第６号）に規定する市町村建設計画又は市町村の合併の特例等
に関する法律（平成16年法律第59号）に規定する合併市町村基本計画に基づいて行われるもの 




 １ 地方公共団体が行う財産処分 
  (1) 国庫納付に関する条件を付さずに承認する場合 





  (2) 国庫納付に関する条件を付して承認する場合 
    上記以外の転用，譲渡，貸付，交換及び取壊し等については，当該補助事業者等に第４に定め
る額の納付を求めるものとする。 
 
 ２ 地方公共団体以外の者が行う財産処分 
  (1) 国庫納付に関する条件を付さずに承認する場合 
    地方公共団体以外の者が行う次の財産処分については，国庫納付に関する条件を付さずに承認
するものとする。ただし，財産処分承認申請書における記載事項の不備など必要な要件が具備さ
れていない場合は，この限りではない。 
   ① 包括承認事項のうち，(2)に掲げる災害等による取壊し等の場合 
   ② 経過年数が10年以上である補助対象財産に係る財産処分であって，次の場合に該当するもの 
    ア 転用，無償譲渡又は無償貸付の後に，教育，科学技術，学術，スポーツ及び文化の振興に
資する事業並びに種子島周辺の漁業対策に資する事業に使用する場合 
    イ 交換により得た補助対象財産において，教育，科学技術，学術，スポーツ及び文化の振興
に資する事業並びに種子島周辺の漁業対策に資する事業を行う場合 
    ウ 教育，科学技術，学術，スポーツ及び文化の振興に資する事業並びに種子島周辺の漁業対
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策に資する事業に使用する補助対象財産を整備するために，取壊し等を行うことが必要な場
合（建て替えの場合等） 
    エ 国又は地方公共団体への無償譲渡又は無償貸付 
   ③ 経過年数が10年未満である補助対象財産に係る財産処分であって，上記②アからエまでに該
当するもののうち，市町村合併，地域再生等の施策に伴うものであって，特に文部科学大臣が
個別に認めるもの 
  (2) 国庫納付に関する条件を付して承認する場合 
    上記(1)に掲げる以外の財産処分については，当該補助事業者等に第４に定める額の納付を求め
るものとする。 
  (3) 再処分に関する条件を付す場合 
   ① 再処分に開する条件を付す場合 




   ② 再処分に関する条件を付された者の財産処分 
     再処分に関する条件を付された者が行う財産処分の承認については，この承認基準に基づき
取り扱う。 
     この場合，補助目的のために使用した期間と財産処分後に使用した期間とを通算した期間を
経過年数とみなす。 
     なお，譲渡により所有者に変更があった場合の申請手続については，財産処分後の所有者を，
財産処分前の所有者とみなして取り扱う。 
 
 ３ 担保に供する処分（抵当権の設定） 
   担保に供する処分については，抵当権が実行に移される際に財産処分納付金を国庫に納付させる
ことを条件として承認するものとする。 




 １ 有償譲渡又は有償貸付の場合 
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 ２ 上記１以外の場合 
   残存年数納付金額を国庫に納付するものとする。なお，担保に供する処分につき，抵当権が実行
に移された際に納付すべき財産処分納付金の額は，有償譲渡の場合と同じ額とする。 
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別紙１ 
                                  〇〇〇   第   号  
                                  平成  年  月  日 
 
   文 部 科 学 大 臣 殿 



















    
⑤補助対象財産種別 ⑥建物構造 ⑦処分に係る建物延面積 ⑧建物延面積の全体 ⑨定員 
 
造 ㎡ ㎡ 名
⑩国庫補助相当額 
(処分に係る部分の額) 
⑪国庫補助額全体 ⑫総事業費 ⑬国庫補助年度⑭処分制限期間 ⑮経過年数











４ 承認条件としての納付金（ 有 無 ） 
 ・→無の場合（承認基準の第３（国庫納付に関する承認基準）の該当項目に○） 
   １ 地方公共団体    （1） 




















 (3) 「⑯処分の内容」欄には，次の例のように，財産処分の内容を簡潔に記載すること。 
  例：○○施設を□□施設（定員○名）に転用。 
    ○○施設の一部を転用し，○○施設（定員○名）と□□施設（定員○名）に変更。 
    ○○施設の余裕部分（○○室）を□□事業を行う場所に転用。 
    学校法人○○に譲渡し，同一事業・定員で継続。 
    ○○設備が故障し修理不能となったため廃棄し，代替設備を自己財源で購入。 
 
３ 経緯及び処分の理由 
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別紙２ 
                                  ○○○   第   号  
                                  平成  年  月  日 
 
   文 部 科 学 大 臣 殿 

















    
⑤補助対象財産種別 ⑥建物構造 ⑦処分に係る建物延面積 ⑧建物延面積の全体 ⑨定員 
 
造 ㎡ ㎡ 名
⑩国庫補助相当額 
(処分に係る部分の額) 
⑪国庫補助額全体 ⑫総事業費 ⑬国庫補助年度⑭処分制限期間 ⑮経過年数
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４ 財産処分承認基準通知の第２の２の該当項目（番号を○で囲む。） 
 ・地方公共団体     →  (1)①  (1)②  (2) 



















 (3) 「⑯処分の内容」欄には，次の例のように，財産処分の内容を簡潔に記載すること。 
  例：○○施設を□□施設（定員〇名）に転用。 
    ○○施設の一部を転用し，○○施設（定員○名）と□□施設（定員○名）に変更。 
    ○○施設の余裕部分（○○室）を□□事業を行う場所に転用。 
    学校法人○○に譲渡し，同一事業・定員で継続。 
    ○○設備が故障し修理不能となったため廃棄し，代替設備を自己財源で購入。 
 
３ 経緯及び処分の理由 











－  － 113









                                   平成10年３月31日 
                                   生涯学習局長裁定 
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様式１ 
文 書 番 号 
年  月  日 
 
   文 部 科 学 大 臣 殿 










施  設  名 補助年度 構 造 補助面積 補助金額 処分内容 処分予定月日 備 考
   ㎡
(    ) 
千円
(    ) 
   
 
２ 経過及び処分の理由 
                                               
                                               
                                               
 
３ 添付資料 
 (1) 額の確定通知書の写し 
 (2) 処分する施設の平面図現況写真 




 (1) 「構造区分」欄：施設台帳の構造区分（ＲＣ・Ｓ・Ｗ）を記入する。 
 (2) 「補助面積」・「補助金額」欄：補助金を受けた施設の一部を処分する場合は，上段（  ）に補
助の全体を下段に当該処分に係る部分を記入する。 
 (3) 「処分内容」欄：財産処分の種類（転用，譲渡，交換，貸付け等）及び処分先などを記入する。 
 
２ 経過及び処分の理由 
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様式２ 
文 書 番 号 
年  月  日 
 
文 部 科 学 大 臣 殿 











施  設  名 補助年度 構 造 補助面積 補助金額 処分内容 処分予定月日 備 考
   ㎡
(    ) 
千円
(    ) 
   
 
２ 経過及び処分の理由 
                                               
                                               
                                               
 
３ 添付資料 
 (1) 額の確定通知書の写し 
 (2) 処分する施設の平面図現況写真 




 (1) 「構造区分」欄：施設台帳の構造区分（ＲＣ・Ｓ・Ｗ）を記入する。 
 (2) 「補助面積」，「補助金額」欄：補助金を受けた施設の一部を処分する場合は，上段（  ）に補
助の全体を下段に当該処分に係る部分を記入する。 
 (3) 「処分内容」欄：財産処分の種類（転用，譲渡，交換，貸付け等）及び処分先などを記入する。 
 
２ 経過及び処分の理由 









                            昭和46年８月26日 社会教育局長裁定  
                            最近改正 
                            平成21年６月30日 
 







 (1) 設置者 
   社会教育法第21条第１項又は第２項に定める者が設置した公民館で，設置後２年以上経過してい
るものであること。 
 
 (2) 運 営 
   開館日数が原則として年間290日以上であり，公民館運営審議会等の活動が充実しているものであ
ること。 
 
 (3) 職 員 
   社会教育や公民館運営に関する十分な知識を有し，原則として，常勤の職員（兼務の職員，指定
管理者の職員を含む）を配置していること。 
 
 (4) 事 業 
   地域の実情に即して次の①～⑪のうち複数の分野について積極的に取り組み，その内容・方法等
に工夫が見られ，かつ，事業の成果等について自己点検・自己評価を行っているもの。 
  ① 家庭教育の向上に資する学級・講座を実施するなど，家庭教育学習支援の拠点としての活動を
行っているもの。 
  ② 環境保全，国際理解，高齢化社会，人権等の現代的課題の取り組みを行っているも
の。 
  ③ 伝統文化継承活動，世代間交流活動など地域連帯意識の形成に資する活動を行っているもの。 
  ④ 学習情報の収集・提供，学習相談事業を行うほか，学習グループを育成するなど学習者等に対
する支援を行っているもの。 
  ⑤ 指導者研修・ボランティアの養成事業などを行っているもの。 
  ⑥ ボランティア活動等社会奉仕体験活動，自然体験活動等の活動を行っているもの。 
  ⑦ ＩＴ学習環境の整備やＩＴ講習会の実施などを行っているもの。 
－  － 117
  ⑧ 学校，社会教育施設，社会教育関係団体，ＮＰＯ法人その他の民間団体，関係行政機関等との
緊密な連絡・協力などにより，学校，家庭及び地域社会の連携を推進する取り組みなどを行って
いるもの。 
  ⑨ 参加体験型事業の実施，大活字本や点字の資料の活用，託児サービスの充実などにより，青少
年，高齢者，障害者，乳幼児の保護者等の事業への参加を促進するための取り組みを行っている
もの。 
  ⑩ 地域住民等の学習の成果並びに知識及び技能を生かすことができる取り組みを行っているもの。 













  次に該当する場合は，表彰を取り消すことができる。 
 (1) 表彰候補公民館に関する推薦書，調書等に不実の記載があると判明したとき 















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－  － 129
１ 平成26年度公民館関係予算一覧 
（単位：千円） 






































































－  － 130
２ 公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム 
（前年度予算額   ２０６，７７６千円） 









































































・ 心のケアも含めた地域人材育成並びにコミュニティ形成の取組み。 等。 
 




－  － 132
引き出す親育ちの取組み。 等 
 



































   直轄事業：（１）支援プログラムの選定・評価・検証（事前調査，事業選定委員会，評価・検証
委員会の実施） 
        （３）支援プログラムの周知・広報（全国大会の開催等） 
－  － 133
   委託事業：生涯学習振興事業委託費（委託先：地方公共団体，民間団体） 
        （２）支援プログラムの実施 




（千円）   
年 度 21 22 23 24 25    




   （１）支援プログラムの選定・評価・検証   8,810千円(  9,695千円) 
①事前調査等   5,545千円(  5,906千円) 
②支援プログラム選定委員会     671千円(    687千円) 
③支援プログラム評価・検証委員会   2,594千円(  3,102千円) 
 
   （２）支援プログラムの実施 121,355千円(195,000千円) 
       【新規採択分】 
     5テーマ×7地域×@1,033千円（@1,300千円）   36,155千円(195,000千円) 
       【継続採択分】 
     5テーマ×20地域×@852千円     （@0千円）  85,200千円(      0千円) 
 
   （３）支援プログラムの周知・広報  3,098千円(   2,081千円) 
     本省経費    320千円（  2,081千円） 
     成果発表，研究協議実施（委託経費）  2,778千円(       0千円) 
 
   計    133,263千円(206,776千円) 
 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－  － 135

















  ①社会教育主事講習 
 社会教育法及び社会教育主事講習等規程に基づき，大学等に社会教育主事の資格取得のための講
習を委嘱して実施する。（１４大学等，約４０日間） 



































   直轄事業：（１）指導者の養成，（２）社会教育主事等専門研修， 
        （３）博物館学芸員等専門研修， 
        （４）図書館司書等専門研修（①図書館司書専門研修）， 
        （５）公民館等施設職員専門研修，（６）研修プログラムの検証・評価， 
        （７）養成カリキュラム委員会 
   委託事業：生涯学習振興事業委託費（委託先：民間団体，都道府県教育委員会） 
        （１）指導者の養成（①社会教育主事講習＜大学＞）， 




                                  （千円） 





（１）指導者の養成                  46,076千円（ 47,375千円） 
（２）社会教育主事等専門研修              1,139千円（  1,169千円） 
（３）博物館学芸員等専門研修              7,638千円（   7,655千円） 
（４）図書館司書等専門研修               8,818千円（  8,840千円） 
（５）公民館施設職員等専門研修             2,402千円（  2,361千円） 
（６）研修プログラムの検証・評価            1,926千円（  1,891千円） 
（７）養成カリキュラム委員会              3,546千円（  3,511千円） 
                       計   71,545千円（ 72,802千円） 
 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－  － 138
４ 学校・家庭・地域の連携協力推進事業 
（前年度予算額  ４,９２３,５３５千円） 































   本省経費 
   補 助 事 業：学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金 補助率：１／３ 
   補助事業者：都道府県・政令指定都市・中核市 
   補 助 根 拠：予算補助 
 
 
－  － 139
４．予算の推移（創設年度：平成２１年度） 
（千円） 
年 度 21 22 23 24 25 




（１）学校と地域の総合的な活性化の推進（本省経費）      35,271千円 (   38,642千円) 
（２）学校と地域の新たな協働体制の構築のための実証研究（委託費） 
                               13,804千円 (   15,000千円) 
（３）学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業（補助金（補助率 １／３）） 
                             3,764,905千円 ( 4,869,893千円) 
 
                     事業費総合計  3,813,980千円 ( 4,923,535千円) 
 
 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－  － 141
５ 学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援事業 
（前年度予算額  １，１９５，７２７千円） 




































  ③ＩＣＴコーディネーターの配置 
 被災地の学校に，ＩＣＴの効果的な活用策のプロデュースを担当する「ＩＣＴコーディネーター」を







      委託先：①及び③地方公共団体 




                                  （千円） 
   年 度2122232425予算額－－541,6551,082,0061,195,727 





（１）事業企画・評価委員会の設置                  7,432千円 (        0千円) 
（２）学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援 
  ①地域教育コーディネーターによる地域の学びの場の提供に必要な経費 
                                1,093,327千円 (1,093,136千円) 
  ②地域スポーツコーディネーターによる地域スポーツの場の提供に必要な経費 
                                  90,832千円 (   91,791千円) 
  ③ＩＣＴコーディネーターの配置に必要な経費           8,640千円 (   10,800千円) 
 
                         委託費合計  1,200,231千円 (1,195,727千円) 
 
 































































































































































































































































































































































































































































－  － 147
１ 社会教育振興方策について（抄）  
 
                                    昭和23年４月12日 















 へ．公民館における図書施設及びその他文化施設と図書館，博物館等との有機的連絡を図ること。  





２ 社会教育施設の整備について（抄）  
 
                                    昭和29年２月16日 











 よって，ここにこれが打開方策として次の三点につき万全の措置を講ぜられるよう建議する。  









３ 社会教育施設振興の方策はいかにすべきか（抄）  
 
                                    昭和31年３月28日 

























 (1) 施設，設備充実の対策をたてること。  
   公民館が社会教育施設としての機能を充分発揮して，地域住民の向上に貢献し得るためには，そ
の施設と設備が整えられて，これが高度に利用されることを最も必要とする。しかるに，その現状
は専用建物を有しないもの全体の約６割，設備亦利用者の要求を満すに足らず，公民館活動の進展





 (2) 職員の充実及びその資質向上を図ること。  




  (ｲ) 公民館主事を必置の専門職員として，その職務内容，資格，身分を明らかにするとともに待遇
の改善に寄与し，長くその職にとどまることができるようにすること。  
  (ﾛ) 公民館に設置する専門職員数の基準を設定すること。  
  (ﾊ) 職員研修の施設を充実し，専門職員の養成を図ると同時に，現職教育を行う。  
 
 (3) 公民館単行法の制度について考慮すること。  













４ 公民館の充実振興方策について  
 
                                    昭和32年12月10日 





































 (1) 建物基準  
  ａ 建物の内容 
    少なくとも次にあげる諸機能を適正に果しうる施設を保有すること。  
   (ｲ) 事務管理   
   (ﾛ) 資料（図書その他の教材）の保管，貸出し   
   (ﾊ) 会議，集会   
   (ﾆ) 実習，研究   
   (ﾎ) 展 示   
  ｂ 建物の規模  
    地域の人口，面積等に応じ，公民館の建物規模も異なるが，地域の人口の増大に従って建物規
模を大きくし，または，２以上の公民館を設置すること。特に設置区域の面積が大きく，人口密
度の希薄な場合には必ず分館を設置すること。  
－  － 151
 (2) 設備基準 
   次にあげる各種の設備を保有すること。 
  (ｲ) 館具（机，いす，黒板等） 
  (ﾛ) 図書，標本，模型その他の資料 
  (ﾊ) 視聴覚教育用具（映写機，録音機，テレビジョン受像機，オルガン，ラジオ，拡声装置または
放送設備等） 
  (ﾆ) 産業ならびに技術教育用具（農耕，農産加工，機械工作，タイプライター等の農，工，商等に
関する実験，実習用機械器具等） 
  (ﾎ) 家庭用具（計量器，家庭工作用具，生活改善用具，ミシン，染色器具，編物機，調理用具，ユ
ニットキチン等） 









５ 公民館の設置及び運営上必要な基準について  
 
                                    昭和34年12月19日 
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３．公民館には，その事業と地域の実情に応じて，およそ次のような設備を備えること。  
 (1) 机，椅子，黒板等の館具  
 (2) 写真機，映写機，録音機，蓄音機，テレビ受像機，幻燈機，ラジオ聴取機，拡声機等の視聴覚教
育用具  
 (3) ピアノ又はオルガン等の楽器  
 (4) 図書及びその利用のための器材器具  
 (5) ミシン，ユニットキチン，農機具等の実験実習に関する器材器具  






６ 進展する社会と公民館の運営  
 
                                 昭和38年３月 












































































   公民館が上に述べたようなはたらきを果すためにはおそらく，その実体は，ぼう大な規模を必要
とするように思われるでしょう。公民館が，単独で，そのすべてを背負うとすれば，そのとおりで
す。しかし，公民館の特色の一つを発揮することによって，むしろ，その機能を効率的にすること






































   したがって，このようなかたちのものになって始めて，公民館は地区における総合的な教育・文
化のセンターとして，他の社会教育施設と異なった独自の性格および，他のものでは充たされない
働きをうちだすことができるのであります。しかるに，以上のような尺度で現実を見ますと，中途



















































  一般的にいって公民館に必要なへやを挙げると，  
 (1) あるていどの，例えば，地域的に考えて，需要度の多い参考図書の類などをならべ，なお，ある
ていどの図書資料を安全かつ利用に便利なように，運営と管理のできるへや。  
 (2) 他から借入れた資料を保管できるへや。  
 (3) 日常生活に必要な実習（たとえば，家事，家庭工作，機械器具の分解など）に適するへや。  
 (4) 趣味・レクリエーションのための実習（例えば踊り，演劇，音楽，スポーツ，美術，工芸など）
にふさわしいへや。  
 (5) 講義や討議に便利なへや。  
 (6) ㋐常設的に小規模な展示のできる場所と㋑臨時に少々規模の大きい展示のできる場。  
 (7) 数十人ないし２，３百人の集会のできるへや。  
 (8) 個々の人の相談に応ずるときに使うへや。  
 (9) 入館者が気軽に休憩を楽しみうるへや。  
(10) 職員や入館者が自由に事務のとれるへや。 


















































































































































































７ 公民館の充実振興方策について  
 
                                    昭和42年６月23日 


































                                    昭和46年４月30日 
                                    社会教育審議会答申  
 
第２部 社会教育振興の方向  
 
４  社会教育に関する施設  
 (1) 施設の現状  
  ア 施設の種類  
    社会教育に関する施設は，社会教育活動の内容や方法が多様であるのに対応して多種にわたっ
ている。また，設置者は公共団体だけでなく，民間団体や私人もあり，施設の利用範囲も近隣住
区を中心とするものから，より広域的なものまでさまざまである。  




    社会教育に関する施設について考える場合，これらを総合的にとらえる視点が必要であるが，
ここでは前者を中心にとりあげることとする。 
  イ 施設の現状  





 (2) 社会的条件の変化と施設  
  ア 施設一般の課題 
    国民の学習要求の高まりに即して，社会教育施設を拡充するにあたっては，次のような課題を
解決する必要がある。 
   (ｱ) 施設の計画的整備と体系的配置  





     なお，校庭の開放その他学校の施設設備の開放の推進についても配慮する必要がある。 
   (ｲ) 施設の専門分化と総合的な施設の強化 
     ひとびとの学習要求の高度化，多様化に伴い，施設に対しても専門分化したサービスが要請
される。この場合，人口過疎地域においては，町村単独で個々に設置することは困難であるこ
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とにかんがみ，当該地域の中心地区に専門分化した施設を共同で設置する等の措置を講じ，ひ
とびとの学習要求に対応することが望まれる。  
     また，専門的施設をいくつか集めて，総合的な機能をもつ施設に統合することも必要であ  
る。地方，施設の機能の専門分化と並行して，地域のひとびとが身近に相互のつながりを深  
め，自発的活動をできるような各機能をあわせもつ日常的総合施設の必要も大きい。  
   (ｳ) 都市における施設の刷新・充実  





   (ｴ) 内容の高度化に対応する条件の整備  




   (ｵ) 他の施設との連携強化  





   (ｶ) 公共投資などの拡大 
     国や地方公共団体は，これらの社会教育施設が生活環境の基盤であることを認識し，施設の
建設については財政措置を強化する必要がある。 
  イ 施設別の課題 
   (ｱ) 公民館  
     公民館は，終戦後の混乱した世相の中から，祖国再建への活路を開く原動力として構想さ  
れ，その整備充実がすすめられてきたが，農山村，中小都市に比して大都市においては，その
普及が著しく遅れている。また，その運営についても，地域的格差が大きい。  
     したがって，次のような課題を解決する必要がある。  
   (ｉ) 公民館は，地域住民ひとりひとりの学習の場として，住民が談論し読書し，お互いの交友
を深める場として，また，社会教育関係の各種団体等が相提携して地域の環境改善にとりく
みそれを推進する場として，さらに，青少年教育の場として拡充されることが必要である。  
      なお，都市においても新しい市民の連帯意識を醸成するために，公民館の果たす意義と役
割が改めて認識されなければならない。  
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設置する場合は，他の公共施設との併設を考えるなど設置の方式にくふうを加える必要があ
ろう。 
   (ⅲ) 住民の多様な要求にこたえうるように，体育・レクリエーション活動，住民への情報資料
の提示，相談事業の実施等に留意する必要がある。  





５ 社会教育における指導者  
 (2) 社会的条件の変化と指導者  
  イ 指導者別の課題  
   (ｲ) 行政関係職員  
   (ⅱ) 施設職員  
     ａ 公民館の主事 
       公民館には，その事業の実施にあたる職員として主事を置くことができるとされてい 
る。 
       公民館における専任主事の設置状況は，本館についてさえも三分の一に達しない状態で
ある。  
       また，その職務の専門性が明確でなく，任用資格は定められておらず，身分・処遇のう
えでも特別の措置が講ぜられていない。これが，公民館の主事に有能な人材を得ることの
あい路になっていると思われる。  
       すべての公民館に公民館の主事が常置されなければならないが，同時にこの主事には，
社会教育に関する識見や経験と公民館事業の企画と展開に関する専門的な知識・技術が必
要とされる。  
       今後は，公民館の主事との設置推進と専門性の明確化のための方策を確立する必要があ
り，これらの検討にあたっては，社会教育主事との関連を考慮する必要がある。 
 









 (1) 社会教育主事の重要性とその整備充実  








   （ア，イ，エ，オは省略）  
  ウ 公民館，青年の家等に社会教育主事有資格者を配置すること  






 (2) 公民館の新しい役割とその拡充整備  






   このため，国は，以下の諸点に留意し，公民館の整備充実の具体的施策をすみやかに策定し，新
たな観点に立って適切な財政措置ならびに行政指導の充実強化に格段の意を用いる必要がある。  
  ア 公民館の適正な配置を促進し，職員および施設・設備を充実すること  





  イ 公民館の効率的な運営のあり方を検討し，公民館運営の改善を図ること  





    また，とくに都市化が急速に進展する中で，大都市およびその周辺部において，住民の自主的
な学習活動を促進して，失われつつある地域連帯意識と人間性を呼び起こし，明るい家庭，住み
よい社会を形成する住民の広場として公民館の意義があらためて見直されるべきである。  
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９ 在学青少年に対する社会教育の在り方について（抄）  
 
                                    昭和49年４月26日 
                                    社会教育審議会建議  
 
５．社会教育の条件整備の方策  
 (2) 各種の整備，充実（イ，ウ，オは省略） 
  ア 施設の整備充実に当たっては，青少年を取り巻く地域の教育環境を総合的に整備するという観
点から，設置計画を策定，推進し，施設職員の充実に努める必要がある。この場合，青少年の意
向を反映するよう運営上配慮することが肝要である。  










                                    昭和49年６月24日 
                                    社会教育審議会答申  
 
第２章 公民館職員の充実について  
 




























 (1) 公民館の館長及び主事の設置促進について  
  ① 国は，「公民館の設置及び運営に関する基準」（昭和34年文部省告示第98号）に必要な改訂を加
え，市町村がこの基準を目標として公民館の館長及び主事等の設置，充実を図るように指導を行
うとともに，公民館及び主事の設置に要する財源の確保について配慮すること。  




 (2) 公民館の館長及び主事の専門性の確立について  
  ① 国は都道府県が公民館の館長及び主事を対象として行う研修事業に対する財政援助を拡大する
こと。なお，国は公民館の館長及び主事が識見を広め，相互に交歓するために都道府県が行う国
内研修の事業に協力，援助するとともに，海外研修の機会の拡充に努めること。  
  ② 国は，公民館の運営に関する全国的な情報資料を作成し，公民館の館長及び主事の専門的知  
識，技術の向上に資すること。  
  ③ 都道府県は，公民館の館長及び主事を対象とした研修事業の拡充に努めるとともに市町村がこ
れらの職員を対象として行う研修事業に対し援助，協力すること。  
  ④ 都道府県は，全県的な立場における社会教育一般及び公民館の運営に関する情報資料を作成  
し，公民館の館長及び主事の専門的知識・技術の向上に資すること。  





   なお，国は都道府県がこの種の施設を整備するに当たっては財政援助を行うほか，その運営につ
いての必要な資料の提供に努めること。  
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11 生涯教育について（抄）  
 
                                    昭和56年６月11日 
                                    中央教育審議会答申  
 
第３章 成人するまでの教育  
 
４ 社会教育の推進  
 (2) 活動のための機会及び指導者の充実  




   また，民間企業・団体施設の開放や空地の利用促進なども図る必要があろう。 
   さらに，青少年の学習活動のための指導者として，主婦，高齢者を含む成人一般の有志指導者は
もとより，高校生，大学生などのこの面での活躍が期待される。  
 
第４章 成人期の教育  
 
３ 社会教育の振興  
 (2) 社会教育施設の整備・充実  




   このため，今後，地域の特性や住民の文化活動圏など学習活動の実態を考慮しつつ，これらの施
設の整備を計画的，体系的にすすめる必要がある。  
   また，各施設がより効果的に利用されるように，夜間の開放も含め利用時間や運営方法の弾力化
に一層努めるなど，施設の活用方法の改善を図るとともに，事業活動に関する情報提供の充実に努
め，あるいは関連施設相互の有機的連携を強化する必要がある。  
   なお，最近，一部の都道府県で設置又は構想・計画中の生涯教育センターなど，教育・文化面に
ついての各種の機能をもつ総合的な社会教育施設を一層整備していく必要がある。  




 (4) 個人学習の奨励・援助等  
   人々の学習要求が，その内容・方法において一層多様化・高度化し，また，集団的な学習形態よ
りも個人学習を望む人々も数多く存在することから，個人学習に対する配慮がますます重要になる
であろう。  
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   このため，社会通信教育の充実や，近年，各方面で試みられつつある地域の各家庭に情報を送る
新たな情報媒体の開発とその活用を図ることが望まれる。  






   また，各人の学習活動の成果に対して適当な資格を認定・付与するような方策は，人々の学習へ
の動機や意欲を高める上でも考慮に値しよう。  
 
第５章 高齢期の教育  
 
２ 学習活動の奨励・援助等  
 (1) 学習機会の充実  






   最近，各地において公民館を中心に高齢者教室や高齢者大学などの事業が活発であり，それぞれ
大きな成果を上げているが，今後は，公民館のみならず，身近な学校施設やその他の公共的施設に
おいても，この種の学習機会を設けることが望まれる。  
   また，高齢者の個人学習を奨励・援助するため，図書館，博物館など専門的な教育施設が積極的
な役割を果たすことや，電話などによる学習相談事業の充実を図ることが極めて重要である。 





12 社会教育施設におけるボランティア活動の促進について（抄）  
 
                                  昭和61年12月３日 
                                  社会教育審議会 
                                  社会教育施設分科会報告  
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期の催しや学習相談事業への助力など，不定期で随時の活動形態も比較的多く見られるようになって
いる。 
















                          昭和63年６月17日 
                          文部省教育改革実施本部生涯学習専門部会  
 








  ① 市町村は，住民等に直接サービスを提供する観点から，学習情報提供，学習相談の体制整備を
図る。 
    サービスの核となる学習情報センターの整備に努める。 
    学習情報センターは，案内情報を中心として，中央公民館，生涯教育（学習）センター等，そ
れらに代わる公益法人，事業により教育委員会が当たることが考えられる。 
    サービス提供の場は可能な限り分散設置する。その際，住民等の利便に配置する。  




  ③ 中核的な体育施設，博物館，図書館，婦人教育施設，文化会館等においても，②の生涯教育（学
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習）センター等とネットワークを形成し，専門的立場から民間教育事業者及び住民に対する情報
提供・相談体制の整備を図る。  




 (5) 民間におる指導者の研修，人材のデータバンクの整備を図る。  




   あわせて，民間の指導者（人材）について，地域の核となる学習情報センター，体育館等の専門
施設に任意の登録制を設け，人材に関するデータバンクとしてサービスを行う。  
 (6) 人々の学習意欲の増進に資するため，学習者のための技能審査の拡大等を図る。  
  ① 国及び都道府県は，(4)の関係団体又は適当な公益法人等が，自主的に関係事業の実態と必要 
性に応じて，学習者が習得した知識及び技能についての水準を審査し，証明する事業を奨励す  
る。  
  ② 国は，関係団体が行う上記の審査事業のうち，社会教育上，学校教育上，奨励すべきものにつ
いて，国の基準に基づいて事業の認定を与える技能審査の拡大を図る。  







                     昭和63年７月７日 
                     生涯学習関連施設のネットワーク形成に関する懇談会  
 
Ⅱ 生涯学習関連施設の整備  
 
１ 生涯学習関連施設整備の方策  
 (4) 整備に際しての留意点  
   生涯学習関連施設の整備は，地域の特性に応じ，その実態に即して行われる必要があるが，高齢
者の利用に十分配慮するとともに，以下のような点に配慮して進めることが重要である。  
  ① 大都市，中規模市，小規模市町村とではコスト・運営面等での異なる考え方が必要である。  
  ② 施設の整備等については，その取り組みを助成・支援するためのメリットシステムの導入や，
リスクを分担する仕組みを検討する必要がある。  
  ③ 施設間の事業や情報のネットワーク化に際しては，教育や学習に関し本来的機能をもつ図書 
館，公民館，等のバックヤード的施設の役割が重要であり，これら施設の整備・充実を今後とも
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一層推進する必要がある。  






   －21世紀に向けた新たな学習環境の創造－ 
 
                  平成２年３月 
                  文教施設のインテリジェント化に関する調査研究協力者会議  
 
第３節 有機的に連携する施設・環境  
 
 (1) 施設・環境の相互利用・共同利用  
  ② 相互利用・共同利用の内容  
    相互利用・共同利用を進める場合，連携し合う施設の内容，利用者の生活圏域，地域特性等に
配慮することが大切である。また，相互利用・共同利用には多様な形態が考えられることから，
その在り方を十分に検討するとともに，特色ある計画を工夫することが望まれる。  











16 公民館の整備・運営の在り方について  
 
                         平成３年６月 





































   また，公民館の施設・設備については，情報化社会への対応や高齢者，障害者等への配慮はもと
より，生涯学習を推進するための充実した諸施設・設備としての整備が求められている。 
 ［職員体制］ 
   公民館が教育機関として学習活動を援助するためには，職員が重要な役割を果たしており，特  
に，公民館活動を展開するのに必要な専門的知識・技術・経験を有する館長や公民館の主事の配置
に努めることとされているが，現状を見るとその専任での配置は不十分な状況となっている。 
   したがって，専任職員の配置について促進するとともに職員の研修体制の充実も重要な課題とな
っている。 
 ［運 営］ 
   公民館の利用は近年増加の傾向にあり，昭和61年度間の利用者数は，延べ１億8,893万人であり，
１館当たりにすると年間平均１万人（昭和53年度間6,700人）に利用されている。  
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 ［事 業］  




   また，学級・講座数を学習時間別にみると，20時間未満のものが54％，20時間以上40時間未満が
29％という状況にある。 
   しかし，学級・講座については，学習需要が多様化・高度化していることから，より長期的，継
続的な取り組みやその内容等も体系的，総合的なものとして実施する必要がある。  




   これまでの公民館は，単独で機能を果たすことが多い状況にあった。 




   また，大学，短期大学，高等専門学校，高等学校，専修学校・各種学校等（以下「大学等」とい
う。）が公開講座の開設や施設等の開放事業を推進しているほか，民間企業による教育・文化・スポ
ーツ事も盛んになってきている。  
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 (1) 公民館活動の多様化・活発化  
  ① 多様な学習機会の提供  
    公民館が各種の学習機会を提供するに当たっては，学習テーマ，開設形態，事業の実施方法に
ついて住民の学習需要に基づくなど，より多くの参加者が得られるように努めることが重要であ
る。 




    また，高齢者や婦人を対象とした事業を引き続き充実していくことはもちろんであるが，青少
年の学校外活動の充実の観点から，青少年の発達段階に応じたプログラムの積極的な開発・提供
に努めるとともに，働く成人を対象とした事業の一層の拡充が望まれる。  






    さらに，専門的かつ高度な学習需要に応えるには，専門的プログラムや指導者を有する大学等
との積極的な連携・協力に努め，共催事業，協力事業などを企画・実施する必要がある。  




  ② 自発的な学習活動の援助 
    公民館は，住民の自発的な学習活動を奨励し，援助することが重要である。 
    このため，個人やグループの交流の場を積極的に提供したり，学級や講座などの参加者に対し
て，自発的な学習グループをつくるきっかけができるように配慮したり，それらのグループの育
成・援助に努める必要があろう。  




  ③ 学習成果活用の場の配慮  
    公民館は，学習意欲の向上や学習活動の奨励のために，例えば，多くの住民の参加が得られる
文化祭，作品展示会，音楽発表会の開催に努めるなど，学習成果が活用される場としての活動や
事業にも配慮することが重要である。  
    また，リーダー養成研修や学級・講座等の修了者を公民館における事業の指導者，助言者とし
たり，地域の人々を施設のボランティアとして積極的に受け入れたりすることを一層促進するこ
とが大切である。さらに，このような指導者，助言者等を人材登録し，求めに応じ種々の事業に
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参加できるようにすることも考慮すべきである。  
    このような活動は，多彩な人材やボランティアの協力が得られ，多様な活動の展開が可能とな
るばかりでなく，地域住民の相互の交流を深め，地域社会の形成に役立つと考えられる。  
 
 (2) 学習情報提供・相談機能の充実  
  ① 学習情報の提供  










  ② 相談機能の充実  
    学習相談は，学習情報の提供と一体をなすものと言えるが，特に，グループの学習者等の求め
に応じ，学習内容，学習計画，学習方法，その他の学習活動にかかわる各種の相談に応じて学習
活動の援助を行う機能である。  
    このような相談機能の充実を図ることにより，公民館は，地域における住民の学習需要の動向
を把握する手がかりを得ることとなり，学習者の需要に応える事業の立案が容易となろう。 
    このような学習相談を効果的に行うためには，学習者の経験や相談内容によっては，外部の専
門施設等の協力を得ることも必要である。  
 
 (3) 地域活動の拠点としての役割  












   さらに，近年，生涯学習をテーマにまちづくりを展開する例が多く見られる。これは，地域ぐる
みで生涯学習を推進するため，教育，文化，産業などあらゆる分野の人々の知恵を出し合いながら，





 (4) 生涯学習関連施設等との連携  
   公民館が生涯各期の多様な学習要求に適切に対処していくためには，市町村内の公民館はもとよ
り，他の生涯学習関連施設等との連携・協力を積極的に推進していくことが必要である。  




   また，公民館は，大学等と連携して，それらの有する施設・設備などを有効に活用し，人的支援
を得て高度で専門的な事業を展開することが必要である。 
   さらに，公民館に類似した地域の施設についても，連携し必要な援助をして，住民の学習需要に
応ずるようにすることが必要である。  




４ 公民館運営方法の改善と職員体制の充実  
 (1) 運営方法の改善  





   また，公民館の運営の活性化のためには，公民館運営審議会を，適時，適切に開催するとともに，
審議会委員として，女性，青年などを積極的に登用し，利用者の声が反映できるような体制となる
よう配慮することも重要である。  






 (2) 職員体制の充実  
   公民館が名実ともに，地域における生涯学習の中核的な施設として機能していくためには，公民
館職員が国際化，情報化，高齢化等に伴う社会的要請，学習需要などを広い視野に立って把握する
能力を身につけることが重要である。  
   また，各種の事業・活動の企画者，実施者として，あるいは，住民の学習活動の協力者，助言者
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としての役割に対する期待が高まっており，その資質の向上を図ることはむろんのこと，館長，公
民館の主事等に専門知識・技術を有する人材の確保が望まれる。  
   さらに，公民館職員の配置については施設の利用者が増加傾向にあるにもかかわらず，不十分な
状態にあることから，とりわけ中央公民館等本館における専任の職員の配置など，教育機関として
の体制整備に努める必要がある。  
   そのためには，設置者が公民館職員に有能な職員を確保し，配置促進のために格段の努力を払う
必要がある。  






５ 公民館整備の方向  
 (1) 公民館の整備の目標と地域内配置  
   公民館の整備は，これまでおおむね市にあっては中学校の通学区域に１館，町村にあっては小学
校の通学区域に１館の公民館を目標にして，その設置促進が図られてきた。  











   他方，日常的な利用に供する施設として，地区公民館や分館も地域の実情に応じて整備充実する
とともに，各館に特色を持たせることも考慮すべきであり，これらを有機的に配置するよう整備す
ることが必要である。  
   なお，これらの公民館整備計画については市町村の総合的な地域振興計画等に位置づける等の十
分な配慮が望まれる。  




 (2) 生涯学習を推進する公民館施設・設備の整備  
   施設・設備については，住民の学習需要の多様化・高度化のほか情報化等の進展に十分対応して，
新設はもとより，既存施設の改築，改修の場合等にも，その整備充実を図ることが求められている。 
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   多様な学習需要に対応するために，多目的に利用できるオープンスペースや個人や小グループ利
用の学習室などを整備するほか，地域の状況に応じ様々な新しいメディアを利用できる視聴覚室，
発表会，音楽会等の実施が可能なスペースなどを整備することも望まれる。  
   利用者の交流が図られ，親しみやすい施設となるよう開放的なエントランス，展示コーナーのあ
る快適なロビー，ゆとりとくつろぎのある和室，子ども連れの学習者に対応する託児室，緑豊かな
庭園などについても配慮が必要である。  
   公民館は様々な住民の利用がなされることから，安全面や利用の便宜を図るなどの配慮が不可欠
であり，特に，身体障害者や高齢者等のため，スロープ，車椅子用トイレ，エレベーター，点字案
内版などを整備することが必要である。  
   国際化時代に対応して，地域の外国人の利用の便宜を考慮して外国語による案内版などの設備も
望まれる。 
   公民館の情報機能を高めるため，図書，テレビ，映画などの既存のメディアの整備のみならず，
ファクシミリ，パーソナルコンピュータなどの新しいメディアを導入することも必要であろう。  
   さらに，コンピュータと連動させたマルチメディアやハイビジョンの学習活動への活用，さらに
は，学習機会の少ない地域に衛星放送を利用して優れた講座を提供したり，CATVの多方向性を活か
して，質疑応答ができる学習方法を開発したりすることなども将来検討を要する課題であろう。  















 (2) 生涯学習を推進するためには，他の生涯学習関連施設等との連携・協力が欠かせないものであ  
り，その中心としての役割を公民館が担っていくことが求められる。  





   このような観点から，市町村は公民館施設の計画的な配置や施設・設備の整備及び職員体制の充
実を図ることが必要であり，国，都道府県はこれらの一層の助成・援助に努める必要がある。  









                                    平成４年７月29日 
                                    生涯学習審議会答申  
 
第３部 ４つの課題についての充実・振興方策  
 
１ 適切な学習機会の拡充  
 (4) 現代的課題に関する学習機会の拡充  
   教育委員会や社会教育施設は，人々の学習ニーズの高度化を考慮し，現代的課題に関する学級・
講座等を充実することが必要である。 
   特に，現代的課題に対する人々の学習意欲を高めるような，魅力あるプログラムを開発・提供す
ることが必要である。 
   また，公民館など，社会教育施設における学級・講座等については，より多くの参加者が得られ
るようその活性化を図ることが必要である。 
















 (1) リカレント教育に関する情報の提供と学習相談体制の整備充実  
   リカレント教育に関して，地域や産業界が理解や認識を深めるような啓発資料を提供すること 
や，各種の具体的な学習情報を積極的に地域の人々，企業等へ提供することが重要である。  
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   学習相談においては，リカレント教育における学習の成果の活用や，職業選択等に関する相談を
充実することも望ましい。  
 
 (2) ボランティア活動に関する情報の提供と相談体制の整備充実  
   ボランティア活動を希望する人，活動している人，受ける側の人のそれぞれのニーズに適切に対
応できるよう，各種の学習や活動に関する情報の収集・提供を行う体制を整備する必要がある。 
   ボランティアを受け入れる施設・機関は，ボランティア活動について総合的に連絡調整するため
の窓口を設置するとともに，専門的職員を配置することが必要である。  








 (3) 青少年の学校外活動に関する情報の提供の充実  
   子供や家族が訪れやすい身近な場所に学習情報提供のコーナーを設置するなど，日常生活の中 
で，活動の場や機会に関する情報に接することができるようにすることが必要である。  
   教育委員会は，学校外活動に関する情報の収集と提供を積極的に行うことが重要である。その  
際，マス・メディアの理解と協力を得たり，学校などを通じて各家庭に情報を提供するなどの工夫
も有効である。  
   また，活動の事例集，手引書などの作成・領布に努めることや，青少年団体の活動への理解と参
加の促進を図るため，必要に応じ，青少年団体が行う広報活動に協力することが望ましい。  
 
 (4) 現代的課題に関する学習情報の提供と学習相談体制の整備充実  
   教育委員会，社会教育施設，大学等，首長部局や民間団体等を含め，幅広い範囲から学習情報を
収集し，その整理，提供体制を整備するとともに，住民に対して，現代的課題の学習に関し，分か
りやすく，きめ細かな相談に応じることが必要である。  























 (1) ボランティア活動におけるリーダーの育成  




 (2) 学校外活動を支援する関係団体の育成等  
   青少年の学校外活動の充実を図るため，広く地域の人々の参加や協力を得るとともに，各家庭が
自ら参加することや，父母等が積極的に参加することが望ましい。 
   また，学校外活動を支援する青少年団体，その他多様な地域団体等の積極的な育成，団体活動の
促進を図ることが必要である。  
 
５ 生涯学習関連施設の整備充実  








   （以下略）  
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18 学習機会提供を中心とする広域的な学習サービス網の充実につ
いて（抄） 
   －新たな連携・協力システムの構築を目指して－ 
 
                       平成６年９月20日 
                       生涯学習審議会社会教育分科審議会施設部会報告  
 
Ⅱ 学習機会提供を中心とする学習サービスの現状と広域的対応の必要性  
 
１ 市町村における学習サービスの現状と課題  














































２ システムによる学習サービス活動  
 (1) 広域的で体系的な学習機会の提供  







   （略）  
 










   （略）  
 
１ 学習機会提供機能の充実  
  公民館，図書館，博物館，青少年教育施設，婦人教育施設等すべての社会教育施設は，自らが有す









   （略）  
 
２ 学習情報提供・学習相談機能の充実  
  公民館は，地域住民にとって昀も身近な施設として，他の機関と連携・協力し，学習情報提供・学
習相談事業において中心的役割を果たすことが期待されている。 




19 地域における生涯学習機会の充実方策について（抄）  
 
                                    平成８年４月24日 























   （略）  
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Ⅱ 地域社会に根ざした小・中・高等学校  
 
   （略）  
 
１ 地域社会の教育力の活用  
 (1) 地域社会の人材等を活用した教育活動  
   （略）  
  ○社会教育施設等の活用  




教育活動を充実させることが期待される。例えば，公民館，博物館，美術館などの施設におい   
て，学校教育に即した内容で事業を企画したり，社会科や理科，美術などの授業の一部をこれら
の施設において，施設の専門的職員の協力を得て行うことを考えてもよい。  





   （略）  
 









































１ 多様化・高度化する学習ニーズへの対応  
 (1) 多様で総合的な学習機会の提供  








  ○総合的な計画の整備  
    多様な施設の総合的な整備のためには，地域全体での総合的，有機的な学習施設整備計画を作
ることが大切である。地域のまちづくり計画等の中にしっかりと位置付けられることにより，施
設の整備は着実に進展することであろう。  
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 (2) 施設間の広域的な連携の促進  
   関係施設間にネットワークを形成し，相互の機能の広域的な連携・協力体制を整備することによ
り，地域における生涯学習機能を総合的に発揮することが期待される。  
  ○行政部局間の連携強化  












  ○民間との連携強化  










  ○コーディネート機能の強化  











  ○学習ネットワークの構築  
    施設間のネットワークを円滑かつ迅速に動かすためには，構成施設等の学習情報のオンライン
ネットワークの構築が欠かせない。このため，現在，国では西暦2000年を目途に，全国的な学習











 (3) 情報化・マルチメディア化への対応  




  ○情報化による事業の革新  




  ○情報提供のマルチメディア化  







 (4) 学校教育との連携・協力  




  ○「学校融合」の理念に立った事業展開  






－  － 190














  ○学校週五日制への対応  




















    また，市町村教育委員会においては，自ら事業を計画するほか，施設や団体の活動に関する情
報を子供たちや保護者等に迅速かつ適切に提供することや，施設や団体等に対し事業の企画や運
営に助言や支援を行うなど，格段の配慮を行うことが必要である。  
  ○地域ぐるみの活動の展開 
    社会教育・文化・スポーツ施設が学校と連携・協力していくためには，これらの施設を中心と


















２ 組織運営の活性化  
 (1) 人的体制の整備  






  ○専門的職員の確保・養成  






  ○ボランティアの受入れ  














 (2) 利用者の立場に立った施設の運営  
   自発的な意志に基づき自由に行われるべき生涯学習を進めるには，施設は，施設の管理者側の都
合ではなく，利用者の立場に立った事業の実施，施設の運営に十分配慮する必要がある。  
  ○アクセスの改善  







  ○住民参加による運営  







 (3) 新しい学習課題に対する運営の改善  




  ○国際化・情報化等への対応 
    国際化・情報化・高齢化等の社会の変化への対応や男女共同参画社会の形成など現代的課題に
関する学習の推進について，地域の実情に応じた積極的な取組が期待される。  
















  ○学習者への支援  







 (4) 財政面での充実  
   財政面での充実は，活力ある施設の運営のための重要な基盤の一つである。質の高い事業を多様
に展開していくためには，職員など関係者の創意・工夫とともに，必要な財政的な裏付けの確保が
不可欠である。  
  ○財源の確保  
















  ○適切な料金設定のもとでの事業展開  
    現在，公的な施設においては，その公共性を考慮し講座等の受講料などは無料あるいは教材費
などの実費に限ることが一般的である。地域住民のための公共的な利用に供することを目的とす















                           平成８年４月24日 
                           生涯学習審議会社会教育分科審議会報告  
 























































Ⅲ 改善の基本的方向  
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２ 改善方策  
 １ 養成内容の改善・充実と資格取得方法の弾力化 













  (1) 大学における養成内容の改善・充実  




    なお，生涯学習及び社会教育の本質や学習情報提供及び学習相談についての理解は，生涯学習
時代における社会教育指導者に求められる基本的内容として，社会教育主事のみならず，司書，
学芸員の養成においても充実を図るべきものと考えられる。  
    以上から，大学における社会教育主事の養成内容を次のように見直すことが適当である。  





   ② 「社会教育計画」は，社会教育の計画・立案についての理論と方法の理解を図る内容から構
成されているが，特に，学習支援能力の向上の観点から，学習情報提供・学習相談に係る実践
的な内容の充実を図る。  
   ③ 総単位数は，現行と同じく24単位以上とする。 
     各科目の単位数・内容等を一覧の形でまとめたのが，別紙１である。（別紙１省略）  





    各大学においては，先の成人教育分科審議会報告の趣旨も改めて踏まえ，幅広い視野と実践的
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能力を備えた社会教育主事の養成のために，教育内容全体の充実に引き続き努力していくことが
望まれる。  
  (2) 養成を行っている大学の連携・協力の推進  
    現在，社会教育主事の養成を行っている大学は130ほどあるが，今後，これらの大学の連携・協
力により，社会教育主事養成に関する情報交換・交流が活発化し，養成内容の一層の充実が図ら
れることが期待される。  
  (3) 講習における養成内容の改善・充実及び講習実施上の配慮 
    社会教育主事講習における養成内容についても大学における養成内容と同様の見直しを図る。 










  (4) 講習の科目代替措置としての学習成果の認定範囲の拡大  
    社会教育主事の講習科目については，大学において修得した科目による代替措置が制度上認め
られている。しかしながら，実際には，講習実施期間においては，受講者からの科目代替希望を
認めない場合がほとんどであり，この制度の趣旨が生かされていない。  





    新たに講習科目に相当するものとして認定すべき学習成果として，次のようなものが考えられ
る。  
   ア 国立教育会館社会教育研究所や国立社会教育施設における研修のうち相当と考えられる学習  
   イ 地方公共団体が実施する研修のうち担当と考えられる学習  
   ウ 学芸員，司書等の資格取得のための試験・講習における科目合格・履修  
   エ 専門学校での相当科目の修得  
   オ 文部大臣認定の技能審査のうち相当と考えられる学習  
   カ 文部大臣認定の社会通信教育での相当と考えられる学習  
   キ 大学公開講座での相当と考えられる学習  
    なお，講習科目の代替に当たって，その学習内容・程度等に基づいた適切な取扱いが講習実施
機関により行われるように，国において一定の基準を示す必要がある。  
  (5) 資格取得及び講習受講の要件としての実務経験の対象範囲の拡大 
    社会教育主事の資格取得及び講習受講の要件として，一定の実務経験が必要とされる場合があ
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るが，現在は，教育委員会等において社会教育に関係する事務に従事する職員の職や学校教育法
第１条に規定する学校の職員の職などに限定されている。  
    生涯学習時代における広い視野に立った社会教育行政の展開が求められていることに対応し，
今後は，現在認められている実務経験以外にも，社会教育主事の職務遂行の上で意義があると考
えられる実務経験を積極的に評価していくことが適当である。  




   ① 社会教育に関係のある職 
    ア 教育委員会・首長部局等における生涯学習（文化・スポーツを含む）に関する職務に従事
する職 
    イ 介護福祉士，社会福祉士，勤労青少年ホーム指導員，勤労者家庭支援施設指導員等の社会
福祉等に関する職  
    ウ 社会教育関係団体の事業の企画・実施に当たる専門的職員  
    エ 学芸員，司書その他の社会教育施設職員  
    オ 公民館等において事業の企画・実施を担当する非常勤職員又はボランティア  
    カ 民間生涯学習関連事業所において事業の企画・実施に当たる専門的職員  
   ② 教育に関する職 
    ア 学校の助手，教頭，養護助教諭 
    イ 専修学校の校長及び教員 
    なお，上記の実務経験の評価に関しては，適切な取扱いが図られるように，国において一定の
基準を示す必要がある。  
 
 ２ 研修内容の充実と研修体制の整備 
   社会教育主事が，多様化，高度化する人々の学習ニーズや社会の変化に的確に対応できるように
していくために，現職研修を充実し，専門的な指導力や企画・調整能力など社会教育主事として必
要な資質の一層の向上を図る必要がある。 




   また，各教育委員会においては，社会教育主事の資質の向上のため，社会教育主事が積極的に各
種の研修に参加できるよう，奨励・支援することが期待される。  
  (1) 研修内容及び方法  
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  (2) 研修体制の整備  
    国レベル，都道府県レベル，市町村レベルの各段階で実施されている研修の有機的連携を図  
り，体系的・計画的に社会教育主事の研修機会を提供していくため，それぞれの役割分担の下に，
研修体制の整備を図っていく必要がある。  













    また，市町村においては，各市町村内の初任・中堅の社会教育主事を対象に，経験年数に応じ
た実務研修を行う必要がある。複数の市町村が，都道府県の支援を受けて協力して研修を実施す
ることも考えられる。  
    各地方公共団体において，社会教育主事の研修への参加を促進するとともに，社会教育主事の
研修歴や専門的能力を適切に評価し，その処遇等について配慮することが望まれる。 
    社会教育主事の研修体系についての考え方を整理したものが，別紙７である。（別紙７略） 





 ３ 幅広い人事交流等の配慮と有資格者の積極的活用 
   生涯学習の一層の推進を図るために，社会教育主事は，従来の社会教育行政の枠を越えた地域の
生涯学習の企画・実施や調整にも積極的な役割を果たしていくことが期待されている。教育委員会
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第３章 これからの地域社会における教育の在り方  
 
 (2) 地域社会における教育の条件整備と充実方策  
  ② 地域社会における教育の具体的な充実方策  





   (a) 活動の場の充実  
 
   （遊び場の確保）  














   （学校施設の活用）  















   （社会教育・文化施設の整備充実と新たな事業展開）  







    そのために，例えば，公民館や生涯学習センター，青少年教育施設などにおいては，今後，工
作教室や昔遊び教室，史跡めぐりなど子供・親子向けの事業や講座を充実したり，各種学習サー
クル活動などを活発に行うことが望まれる。  
    また，読書は人格形成に大きな役割を果たすものであり，図書館においては，読書活動の一層
の促進を図るため，蔵書の充実のほか，子供への読書案内や読書相談，子供のための読書会など
の事業の充実などにもっと努めていく必要がある。  
    博物館，動物園，植物園，水族館などにおいては，動植物の観察や天体観測，化石の収集など
それぞれの地域性や専門性を生かした体験型の講座や教室の充実，美術館や文化会館などにおい
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ては，芸術の鑑賞，コンサート，絵画・彫刻・演劇等の実技講座などの子供・親子向けの事業の
充実などが必要と考える。  




   （新たなスポーツ環境の創造）  













   (b) 活動の機会の充実  
 
   （地域ぐるみの活動の推進） 
    これまでにも指摘したように，都市化・過疎化の進行や地域社会の連帯感の希薄化などから，
地縁的な地域社会の教育力の低下が指摘される中で，今日，地域社会の教育力の再生を促すこと
が極めて重要なことになっている。  







   （ボランティア活動の推進）  
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いうことの重要性を強く実感したが，この体験は，極めて貴重なものと言わなければならない。  



















   （交流活動の推進）  
    今日の子供たちは，物質的な豊かさや便利さなど，恵まれた環境で育っている反面，様々な人々
との交流が不足し，そのことが，子供たちの人間関係を希薄化させていると言われている。  




    また，希薄化している今日の子供たちの人間関係の改善や自活力の向上を図るため，一定期間
地域の身近な施設から学校に通学する「合宿通学」などの実施も考えられてよいであろう。  
 
   （自然体験活動の推進）  
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    また，キャンプ，オリエンテーリング，ホステリング等の自然に触れ親しむアウトドアスポー
ツの機会も，子供たちの体験活動として提供したい。  
    行政は，こうした体験活動を奨励する施策に積極的に取り組んでほしい。  
 
   (c) 青少年団体等の活動の振興  
     子供たちが，自らの興味・関心に基づき，自主的・主体的に様々な活動を行うことは極めて
意義のあることである。このような子供たちの活動を支え，促していくのが青少年団体・スポ
ーツ団体である。  








   (d) 指導者の養成と確保  















     今後，子供たちの地域社会における活動を充実させるため，これらの指導者に優れた人材を
確保するとともに，その資質の向上を図るための施策を一層充実させることが必要である。  
 
   (e) 情報提供の充実  




     このため，市町村教育委員会が中心となって地域社会における活動に関する各種の情報をデ
ータベース化するとともに，学校や関係機関などとの情報通信ネットワークを形成して，子供
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たちに情報を十分に提供する体制を整備することが急がれる。  








   (f) 「第４の領域」の育成  



















            平成10年３月26日 




























 （注１）教育行政機関  
  この調査研究報告書において，「教育行政機関」とは，  
 ① 都道府県及び市町村の教育委員会  
 ② 都道府県及び市町村で教育委員会以外の生涯学習担当部局  
 ③ 生涯学習センター，公民館等それらの設置する施設 
  を指している。  
 （注２）民間教育事業者  
  従来，「民間教育事業者」とは，  
 ① 住民を対象とする学級・講座等を開講するカルチャーセンター，外国語学校，スイミングクラ  
ブ，フィットネスクラブや社会通信教育事業者等，教育事業を主たる目的とする事業者  
 の意味で用いられる場合が多かった。  
  しかし，この調査研究報告書においては，①を中心としつつも，  
 ② 茶道，華道やピアノなどを教授する個人事業者  
 ③ 書店，楽器店，ＣＤショップ，スポーツ用品店等の教育・文化・スポーツ等学習活動に関連する
業務を主たる目的としている事業者  
 さらに，  
 ④ 地域貢献，企業のイメージアップ，その他の理由により，その事業者の主たる業務ではないが，
教育・文化・スポーツ等学習に関連する事業・イベント等の取組を行う全ての事業者 
 までを含む幅広いものを対象としている。  
  これは，今後の生涯学習の振興において，これらの幅広い事業者との連携が有益かつ必要であると
考えるからである。  
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１ 生涯学習をめぐる動向と連携の実態  
 
 (1) 人々の学習需要の多様化  
   総理府の「生涯学習に関する世論調査」（平成４年）によれば，  
  ① 過去１年程度の間に学習を実施した成人の比率は，昭和63年９月の40.1％から平成４年２月に
は47.6％と，着実に増加している。  
  ② 今後学習してみたい学習内容としては，「趣味的なもの」（58.2％），「健康・スポーツ」
（53.7％），「家庭生活に役立つ技能」（22.5％），「教養的なもの」（21.2％），「職業上必要な知
識・技能」（19.6％）など，人々の学習需要は多様となっている。  






 (2) 民間教育事業の活発化  
   近年，都市部を中心に，民間による教育・文化・スポーツ事業が盛んになってきており，カルチ
ャーセンターや社会通信教育事業者は，民間の柔軟な発想による多様で創意にあふれる学習の機会
を提供している。  
   平成８年度社会教育調査によれば，カルチャーセンターにおける学級・講座実施件数及び受講者
数は，平成元年度の５万５千件（137万５千人）から，平成７年度には８万６千件（155万９千人）
と大きく増加している。  
   また，社会通信教育についても，(社)日本通信教育振興協会の加盟団体が開講している講座数  
は，平成元年の537講座から平成９年には999講座と増加してきている。  





 (3) 教育行政機関と民間教育事業者との連携の実態  





   また，平成８年度社会調査によれば，教育委員会及び公民館が実施した学級・講座のうち民間教
育事業者に業務委託して実施した件数の学級・講座総数に占める割合は，いずれも１％に満たな  
い。  
   これらから，民間教育事業者との連携の必要性についてはほとんどの教育行政機関が認識してい
るものの，日常的，具体的な連携はまだまだ不十分であり，特に業務委託等については，先進的な
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事例が見られる程度であることがわかる。  
 
２ 教育行政機関と民間教育事業者との連携についての考え方  
 
 (1) 連携の意義  
  ① 連携の効果  
    一般に，異質な者同士の連携は，同質な者同士のそれよりもお互いの考え方等を理解すること
などの点で困難が伴うが，その分，連携が成功した際の効果は大きいと言われる。  




    実際，実態調査及び本調査研究協力者会議のヒアリングにおいても，連携事業を実施している
都道府県等は，民間教育事業者と連携することにより，  
   ○互いに情報交換を行うことにより，多角的な住民の学習ニーズの把握等ができ，優れた事業の
企画に役立つ。  
   ○事業内容が充実し，住民の多様な学習ニーズに応えることができる。  
   ○様々な広報媒体を利用して，広く住民に事業を周知できる。  
   ○行政と民間教育事業者の学習情報を体系的・総合的に収集整理することにより，住民に提供し
うる学習情報が豊富になる。 
    などの多くの効果があることを指摘している。 
    なお，これらの連携の効果は，学習者の立場から，学習環境がどれだけ整備されたかという尺
度で判定していくことが重要である。  
 
  ② 行財政改革と連携  
    近年，行財政改革が推進される中で，行政をスリム化し，「自己責任」を原則とする社会へと変
革していくことが求められている。  




    本当に重要なのは，行政が提供する事業量の確保ではなく，民間教育事業者を含めた学習環境
全体の中で，住民の生涯学習を支援するサービスを向上させ，住民の満足度を上げていくことで
ある。  
    そのためには，教育行政機関は，まず行政のみが住民サービスを行うといった考え方を改め，
様々な生涯学習関係機関のコーディネーターとして，民間教育事業者との連携を進めていくこと
こそが生涯学習行政の中心的な役割であることを理解していく必要がある。  
    いずれにせよ，行財政改革の中，今までと同じやり方を続けていくのみでは，サービスの向上
はおろかその維持すらできないのは明らかである。このような厳しい時代だからこそ，教育行政
機関は絶えず民間教育事業者との連携その他の工夫を積極的に模索していく必要がある。  
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 (2) 教育行政機関と民間教育事業者の役割分担  
   教育行政機関と民間教育事業者の連携を進める前提として，両者の役割を明確にすべきであると
の指摘がある。確かに，両者が同じような内容の教室，講座を行っている例も見られ，教育行政機
関の講座は無料又は低廉な場合が多いので，一部では民業の圧迫であるという批判も受けている。  




   具体的には，教室，講座の実施等の学習機会の提供については，国，地方ともに行財政改革が大
きな課題となっていることをも踏まえれば，「民間でできるものは民間に委ねる」ということが原則
となろう。  







   また，住民の側も，教室・講座の受講者という受け身の立場のみでなく，学習団体・グループを
組織し，自主的・積極的な学習活動を進めることが望まれる。これらの活動が円滑・適切に実施さ
れるよう助言等を行うことは，教育行政機関の重要な役割として期待される。  
   なお，民間教育事業者が単独では実施できない場合にも，公立生涯学習施設の運営委託等に見ら
れるように，行政が民間教育事業者と連携し，その活力を導入することにより，効果的・効率的に
事業を実施できる場合もある。  













 (3) 民間教育事業者との連携に係る誤解の解消  
   実態調査において，都道府県等に対し，民間教育事業者と連携を行っていない理由や連携する場
合の問題点を聴取したところ，「営利事業の支援につながる」（都道府県の36.2％，市の38.1％），  
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「特定の民間教育事業者を援助することになる」（都道府県の40.4％，市の38.2％）といった点であ
げられた。  




   したがって，民間教育事業者との連携が結果的に民間教育事業者に一定のメリットを与えること
となっても，それが住民の生涯学習の振興に寄与するものであれば，問題はない。  
   なお，特定の事業者のみを特別に優遇することは，行政の在り方として許されないことであり，
連携事業の実施に当たっては，公平・適切な手続き等を定めるとともに，必要に応じそれらの情報
を公開する等の方法により，行政の信頼を確保することが重要である。  
   したがって，「住民の生涯学習の振興にとって有益であること」，「公平・適切な手続き等を経てい
ること」，の２つの条件さえ満たしているのであれば，教育行政機関は，民間教育事業者との連携を
積極的に進めるべきである。  
   以上のとおり，これらの問題点はいずれも連携を行うに当たっての行政側の努力と工夫により解
消していくべきものであり，これが原因で連携できないというのはいわば教育行政機関側の誤解で
ある。したがって，これを理由に連携それ自体に対して消極的な姿勢をとることは適切ではない。  
   なお，これに関連して，社会教育と民間営利事業との関係についての誤解を解いておきたい。  
   社会教育法では，社会教育の実施主体について何ら制限はしていない。したがって，「社会教育」
には民間の法人や企業が実施する教育活動も含まれているものであるが，一部に「営利を目的とし
ているものは社会教育ではない。」と主張する意見もある。  




   教育関係者等のこれらの誤解を解くため，文部省は，平成７年９月，生涯学習局長通知「社会教
育法における民間営利社会教育事業者に関する解釈について」において，広島県教育委員会教育長
からの照会に答えることにより， 
  ア 社会教育法第２条の「社会教育」には，民間の事業者の行う組織的な教育活動も含まれること。 
  イ 社会教育法第23法第１項第１号で公民館が禁止されている「営利事業を援助すること」につい
ては，「特定の営利事業者に対し，公民館の使用について特に便宜を図り，もって当該事業者に利
益を与え，その営業を助けること」であるという解釈を示している。  




   つまり，社会教育法の解釈からしても，このような特定事業者に便宜を図るような場合を除き，
民間教育事業者への公民館施設の使用許可は可能である。  
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 (1) 連携の形態  
  ① 連絡協議  
    都道府県の生涯学習審議会等の組織に民間教育事業関係者が参加する事例は増加してきており，
自治体の作成する生涯学習推進プラン等に民間教育事業者との連携の推進等を盛り込む例も多く
なっている。  
    さらに，実務レベルにおいて相互の理解を促進していくためには，各地域において教育行政機
関の職員と民間教育事業者等による「連絡協議会」を設けて，定期的に協議や情報交換を行って
いくことが必要である。  
    また，教育行政機関と民間教育事業者の職員の資質の向上を図るとともに，相互の密接な交流
を進めるため，両者の生涯学習関係事業の担当者の合同研修を行うことなども考えられる。  




   【事 例】東京における生涯学習関連機関の交流集会  
    ・東京都及び市区町村の生涯学習行政・施設の担当者，カルチャーセンター等の民間教育事業
者の関係者，大学・専修学校・各種学校の生涯学習担当者等の参加を得て，年に１回交流集
会を実施。  
    ・主催は関係者により構成される「生涯学習関連機関交流連絡会」であり，世話人会を設けて
運営している。  
    ・内容は，講演と３つの分科会，懇親会であり，率直な意見交換等が行われている。  
 
  ② 学習情報提供  
   ア パンフレット等による学習情報提供 
     施設，指導者，学習機会等の学習情報の提供は，生涯学習センター等教育行政機関の主たる
役割として期待されているところである。  





     また，住民の生活圏の拡大等の状況を踏まえ，近隣の市町村の情報についても，収集・提供
していくことが望まれる。 
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   【事 例】大阪府立文化情報センター  
    ・大阪市北区中之島の民間オフィスビルの中に開設したセンターであり，財団法人大阪府文化
振興財団が管理運営を受託している。  
    ・センターでは，情報誌等の民間情報を積極的に受け入れ，府民に提供しており，提供した学
習情報の約60％が民間情報である。  
 
    青森県民教育事業者協会「学遊トピアあおもり」  
    ・15のカルチャーセンター等により構成される青森県民間教育事業者協会が，生涯学習ガイド
ブック「学遊トピアあおもり」を作成し，販売している。  




    岐阜県川島町情報誌「こころのプロムナードＬ＆Ｉ」  
    ・川島町ほんの家（町立図書館）にて情報誌「こころのプロムナードＬ＆Ｉ」（月刊）を発行し，
登録者に年500円で頒布。  
    ・内容は，近隣の市町村の公，私立美術館，博物館の展示情報，市民会館のコンサート情報等
を，新聞切り抜きやポスター等から収集。  
 
   イ コンピュータシステム等を利用した学習情報提供 
     幅広く多様な学習情報を迅速・的確に提供するため，都道府県と市町村等が連携・協力し，
コンピュータ等を利用した学習情報提供システムの開発・運用が進められている。 










     また，提供した情報に関する責任の所在については，情報提供の際に必ず画面に明記する  
等，利用者に明らかにしておくことが重要である。  




   【事 例】神奈川県生涯学習情報システム「PLANETかながわ」  
    ・神奈川県生涯学習情報センターが運営しているシステムであり，民間の大学・短期大学，専
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修学校，各種学校，カルチャーセンターの教室・講座の情報も収集しており，インターネッ
トを通じて検索することができる。  




  ③ 民間（企業）の協力を得た事業  
    教育行政機関が行う学習機会の提供や生涯学習に関する啓発・普及事業において，民間教育事
業者と連携して事業を行うことは，住民に提供する学習機会を充実させ，多様な学習需要に応え
るために有効な手段である。  
    この連携の形態としては，例えば次のようなものがある。  
   ア 教育行政機関の実施する講座など学習機会提供事業における民間教育事業者との協力  
    ・講師，講演者など人材面での協力を民間教育事業者から受ける。  
    ・教材や機器の提供を民間教育事業者から受ける。  
    ・教室・講座を民間教育事業者の施設を借りて実施する。  
 
   【事 例】新潟県新発田市生涯学習センター「もしもピアノが弾けたなら」  
    ・㈱ヤマハとわたじん楽器（楽器店）と連携し，成人の初心者向けのピアノ教室を実施。  
    ・楽器店からはピアノの貸出を受ける（有料）とともに，講師を紹介してもらっている。  
    ・受講料でピアノ借料，講師料等の費用を全て賄っている。  
 
    静岡県教育委員会「ふじのくにゆうゆうクラブ」開設事業  
    ・休業土曜日に実施している児童生徒向けの遊びを通した体験活動等の事業の一部について，
㈱エンチョーの協力を得て，「創る楽しさDIY」と題する工作教室を開設。  
    ・企業からは，講師の派遣，ノウハウ・会場の提供等を受けている。  
 
   イ 教育行政機関の実施する生涯学習フェスティバルなど生涯学習に関する普及活動における協
力  
    ・展示会への出展などへの民間教育事業者の参画  
    ・事業の企画・運営に係る協力  
    ・広報宣伝活動などにおける協力  
 
   【事 例】北海道生涯学習フェスティバル  
    ・平成７年度全国生涯学習フェスティバル（札幌市で実施）の翌年から，年１回（平成８年度
旭川市，平成９年度函館市）「北海道生涯学習フェスティバル」を実施。  
    ・全国生涯学習フェスティバルと同様に，民間企業等からの出展を含む生涯学習見本市を行っ
ている。  
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  ④ 公立生涯学習施設の運営委託等  
   ア 講座等の委託  
     民間教育事業者の教室・講座等の企画・実施能力に着目して，教育行政機関からカルチャー
センター等に対して，教育・講座の実施を委託する取組がいくつか見られるようになってきて
いる。  




     各教育行政機関においては，先行事例等を参考に，受託業者の決定に当たって入札等の公平・
公正な方法をとる等委託のルールづくりを進め，積極的にその導入を検討することが望まれる。 
 
   【事 例】東京都荒川区町屋文化センター  
    ・㈱読売・日本テレビ文化センターに委託して40～50のカルチャー講座を実施。公共施設を使
用する分講習料は廉価になっている。  
    ・講座の企画，チラシ等の作成，受講生の受付その他の講座の運営は同社が行う。  
    ・委託者は，受講料等を徴収した上で，受講料等相当額を委託料として同社に支払う。同社は
講座の運営に係る費用を負担するほか，教室使用料等を支払っている。  
 
    東京都千代田区「子ども体験教室」  
    ・小・中学生を対象とする「子ども体験教室」の運営を，野外活動等を専門的に企画・実施す
る民間企業である㈱ノッツに委託して実施。  
    ・㈱ノッツは，教室の企画，指導者・会場の選定その他の事業運営を担当。  
    ・千代田区は，事業の経費を負担するほか，広報，受付業務を実施。  
 
   イ 第３セクターによる事業実施  








   【事 例】山形県天童市市民プラザ  
    ・天童市市民プラザの管理運営を，第３セクターである㈱スポーツクラブ天道に委託し，同社
は様々な文化・スポーツ教室・講座を実施。  
    ・講座の企画，チラシ等の作成，受講生の受付その他の講座の運営は同社が行う。受講料等も
同社が徴収し，講師謝金等に充当している。  
    ・天童市は，市民プラザの管理運営に係る人件費，事務費等を委託料として同社に支払っている。 
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    福岡県宗像市宗像文化サークル  
    ・公共施設である宗像ユリックスを会場に，第３セクターである㈱西日本新聞ＴＮＣ宗像文化
サークルが，様々な文化・スポーツ教室・講座を実施。  
    ・会員制をとっており，宗像市以外の者も入会，受講することができる。  
 
   ウ 民間教育事業者への公民館の貸出 
     実態調査によると，体育館や文化会館等のスポーツ・文化施設の民間教育事業者への貸出は
一般的に行われているものの，公民館の貸出は進んでいない。      
     一方で，民間教育事業者の教育行政機関に対する要望の中では，「行政の所管する施設をもっ
と開放してほしい」とするものが多く見られる。  
     前述のとおり，平成７年９月の生涯学習局長通知「社会教育法における民間営利社会教育事
業者に関する解釈について」において，公民館の民間教育事業者への貸出が認められることは
既に明確になっている。  




     今後，教育行政機関は公民館施設の民間教育事業者への使用許可をより積極的に進めるべき
である。  
 
   【事 例】青森県十和田市東公民館「民間教育事業者による講座」  
    ・公民館が，民間の講師からの講座開設申請を受けて，教室の使用許可を行うことにより，「民
間教育事業者による講座」を開設している。  
    ・民間の講師は，受講者の募集，受講料の徴収等講座の運営を行うとともに，公民館の使用料
を支払う。  
    ・公民館は，講座一覧を作成し，「生涯学習広報」，「市広報」等で全体的な広報を行っている。  
 
  ⑤ その他  
     以上のほか，民間教育事業者の企画・実施する講座に行政が協力するなど，各地域の特色を
生かした斬新なアイデアによる連携形態が生まれてくることが望まれる。  
 
   【事 例】NHK青森文化センター「ふるさと町村めぐり」講座  
    ・NHK青森文化センターの主催により，月１回程度，青森県内の町村をバスで訪問する講座を実
施。  
    ・訪問先の町村が町村内の巡回コースを設定するとともに，役場の職員が名勝・施設等を案内･
説明する。  
 
 (2) 連携のための手順・方法等  
   これまで民間教育事業者との連携の事例をあげてきたが，連携事業等は直ちにできるわけではな
く準備や手順が必要とされる。そこで連携を成功させるための働きかけの方法などその手順につい
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て述べることとする。  
   なお，教育行政機関が具体的に連携を進めるに当たっては，各地域の実情を踏まえ，学習者であ
る住民のニーズに沿ったものとするよう留意していく必要がある。  
 
  ① 教育行政機関の職員の意識改革  
    民間教育事業者との連携を成功させる第一歩は，教育行政機関側が民間教育事業者をイコール
パートナー，すなわち同等の立場で相談・折衝しあう相手方として考えることである。  




    当たり前のことであるが，教育行政機関側から依頼する場合には民間教育事業者を訪問して説
明する意識を持つことから連携はスタートするのである。  
 
  ② 民間教育事業者との連携窓口の設定  
    民間教育事業者が教育行政機関との連携を進めようとする際に，行政のどの窓口に相談したら
よいかわからない場合がある。また，いわゆる「たらい回し」をされ，結局相談することすらで
きなかったといった事例も指摘される。  






  ③ 情報の収集  
    民間教育事業者の情報，つまり，どのような組織，ノウハウ等を持っているのか，どのような
事業を実施しているのか，さらにどのようなものを求めているのかを把握することは，連携を進
めるためには不可欠なことである。  
    教育行政機関においては，民間教育事業者との連携窓口が中心となって，高くアンテナを掲げ
て，連携の種となるような情報を収集・整理していく必要がある。 
    また，様々な機会を捉えて民間教育事業者と面談し，直接に行政に対するニーズ等を把握する
よう努めることが必要である。  




  ④ 連携の企画の提案  
    教育行政機関が連携事業等を企画する場合には，まず，その連携が住民の生涯学習の振興に寄
与するように工夫していくこととなる。しかし，民間教育事業者には，教育行政機関と連携しな
ければならない絶対的な理由があるわけではないので，住民や教育行政機関側のメリットを説明
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するのみでは民間教育事業者を動かすことはできない。  
    したがって，連携事業を行政から提案する場合には，住民・行政のメリットのみでなく，民間
教育事業者の側にも事業の活性化，広報，イメージアップその他においてメリットがあるような
連携事業の企画を立て，それを相手に伝え，理解してもらうことが必要である。  
    そのためには，民間教育事業者に関する情報を的確に分析し，従来にない新しい発想・企画を
し，企画を民間教育事業者側に説明・表現していく能力・ノウハウが必要となる。  
 
  ⑤ 連携事業の実施と反省  
    以上のような手続を経て事業を実施した場合には，次の連携への参考とするためにも，常にそ
の成果を評価・反省し，連携に至る手続などまで含めて事業の報告をとりまとめておく必要があ
る。  
    これらの報告・記録により，連携のノウハウ等を蓄積するとともに，新たに生涯学習行政を担
当することとなった者に継承し，継続的・安定的に連携事業を実施していくことが重要である。  
 







 (1) 国へ  
  ① 全国の教育行政機関への呼びかけ  
    地方分権の時代において，国の役割は補助金等の支出等による援助ではなく，全国的な方針の
提示や各地域からの相談に応じ，必要な情報を提供することに重点を移してきている。  





  ② 連携に関する事例集の作成・配布  
    民間教育事業者との連携は，一定の制度に基づくものではないことから，全国の教育行政機関
の「事例集」に対するニーズは極めて大きい。  




  ③ 全国レベルでの連携の一層の推進  
    文部省では，平成６年から民間教育事業者の全国団体等により組織される「民間営利社会教育
事業者団体等事務連絡協議会」（民事協）を組織し，定期的に情報交換を行ってきているところで
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あるが，今後，民事協独自の事業を実施するなど，その活動を一層活性化することが望まれる。  
    例えば，第10回を迎える全国生涯学習フェスティバルにおいて，民間との連携等をテーマとす
る企画等の充実を呼びかけていくことなどが考えられる。  
 
  ④ 生涯学習を振興する特定地域構想の推進  










 (2) 全国の教育行政機関へ  
  ① 民間教育事業者との積極的な連携  
    繰り返しになるが，「連携」は，生涯学習行政の中心的なキーワードである。本会議としては，
連携に消極的な教育行政機関は，生涯学習の時代から取り残されていくと指摘したい。  








  ② 民間を含めた広域学習サービスの充実  
    多様化・高度化する住民の学習ニーズに，各市町村が単独で対応していくことは困難となって
おり，都道府県が中心となって，又は近隣市町村が協力して，市町村の行政区域を超えた広域的
な学習サービスを提供していく体制を整備していくことが課題となっている。  
    地域の状況によっては，採算性等の面から市町村単独では民間教育事業者との連携を進めにく
い場合もあるが，このような広域的な対応の中であれば，連携をより積極的・効果的に進めるこ
とが可能となると考えられる。  
    各地域において民間教育事業者との連携を含めた広域学習サービスの体制の整備を推進してい
ただきたい。 
  
  ③ 連携のコーディネーターとしての役割の重視  
    教育行政機関は，民間教育事業者との連携を進めることにとどまらず，行政内の他部局，大学
等の高等教育機関，関係団体，ＮＰＯ等の連携を促進する必要がある。そして，教育行政機関の




 (3) 幅広い民間教育事業者へ  
  ① 民間教育事業者としての自覚  




    これは，これらの幅広い事業者全てが生涯学習振興のための連携の対象だということを明確に
したかったからである。  




  ② 連携への積極的な取組  
    行政の敷居は高いという声をよく聞くところであるし，実際に，そのようなケースもままあっ
たところであるが，生涯学習の流れの中で行政の意識も変わりつつあるのも事実である。  




  ③ 事業者団体の結成等  







23 社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方について  
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第１章 社会教育行政の現状  
 


















































































第２章 社会教育行政を巡る新たな状況と今後の方向  
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４ 地方分権・規制緩和の推進  
 
 地方公共団体が，地域の状況に即応した適切な社会教育サービスを住民に提供するためには，その



















































第３章 社会教育行政の今後の展開  
 
第１節 地方分権と住民参加の推進 






  (1) 地方公共団体に対する法令等に基づく規制の廃止・緩和  
   ○ 公民館運営審議会の必置規制の廃止と地方公共団体の自主的判断の反映  













   ○ 公民館長任命の際の公民館運営審議会からの意見聴取義務の廃止  





   ○ 公民館の基準の大綱化・弾力化と公民館長，主事の専任要件の緩和  
     「公民館の設置及び運営に関する基準」（文部省告示）は，社会教育法第23条の２第１項の規
定に基づき定められている。この基準においては，公民館の設置運営に必要な基準として，必










   ○ 国庫補助を受ける場合の図書館長の司書資格要件等の廃止  














     なお，同法第19条の規定を廃止することとの関連で，同法第18条に基づく公立図書館の望ま
しい基準の取扱いについて検討することが必要である。  
   ○ 博物館の望ましい基準の大綱化・弾力化と公立博物館の学芸員定数規定の廃止  











     学芸員及び学芸員補は博物館にとって欠くことができない専門的職員であるものの，その配
置基準については，博物館の種類，規模，機能等のいかんや地域の実情を問わず一律に定める
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ことは適当でないことから，少なくとも現行の同基準第12条第１項の学芸員又は学芸員補の定
数規定は廃止することが適当である。  
  (2) 社会教育施設の運営等の弾力化  
   ○ 社会教育施設の管理の民間委託の検討  








   ○ 図書館サービスの多様化・高度化と負担の在り方  









     このようなことから，地方公共団体の自主的な判断の下，対価不徴収の原則を維持しつつ，
一定の場合に受益者の負担を求めることについて，その適否を検討する必要がある。  
   ○ 博物館設置主体に関する要件の緩和  












     さらに，大学等において充実した博物館施設が整備されつつあることや，学校教育と社会教
育の連携を推進する観点から，学校法人が設置する施設等についても博物館として登録するこ
とができるようにするなど，博物館登録制度の在り方について検討する必要がある。  
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   ○ 司書等の資格取得における学歴要件の緩和  














  (1) 住民参加の推進  







  (2) 社会教育委員会の規定の見直し  







  (3) 図書館協議会の規定の見直し  
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  (1) 市町村の取組  








  (2) 都道府県の取組  













  (3) 国の取組  






    また，社会教育主事をはじめとする社会教育の関係職員は，社会教育を支える重要な基盤であ
ることから，企画立案能力や連絡調整能力等を備えた高度で専門的な人材としての研修・養成を
行うことが重要であり，それらを一層充実していく必要がある。  
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第２節 地域の特性に応じた社会教育行政の展開 





  ○ 社会教育委員の審議機能の強化  







  ○ 社会教育主事の新たな役割等  



















  ○ 社会教育主事を通じた学社融合等の推進  











  ○ 社会教育主事の設置促進のための社会教育主事講習の見直し等  











    また，市町村における社会教育主事の配置を促進するため，都道府県においては，地方交付税
を活用し，派遣社会教育主事に関する所要の財源措置を図り，市町村の社会教育行政の体制整備
を支援していくことが望まれる。  
  ○ 公民館職員の資質向上  
















  (1) 社会教育行政を通じた地域社会の活性化 














  (2) 地域の人材が活躍するための社会教育主事となる資格の活用  














  (3) 地域の人材が活躍できる場としての社会教育施設  
    人々の学習活動が進むにつれ，その学習成果を地域で活用したいと希望する人が増えてきてい
る。こうした人々が活躍する場として，社会教育施設が率先してその役割を果たすことが期待さ
れている。公民館をはじめ，図書館や博物館等においてボランティア活動が盛んになってきてい
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習施設間や広域市町村間の連携等にも努めなければならない。 
 
  (1) ネットワーク型行政の必要性  



















  (2) 生涯学習社会構築を目指した社会教育行政の法令上の位置付けの検討  












  (1) 学校教育と社会教育の連携  




－  － 237














  (2) 高等教育機関等との連携  


















  (1) 民間教育事業との連携  
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  (2) 社会教育関係団体との連携  
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進めていくことが必要である。特に，民間団体に対しては，首長部局と教育委員会が密接な連携を
図り，それぞれの持つ情報を提供するといった具体的な対応が不可欠である。  
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   現在，マルチメディアの活用については，社会教育分科審議会教育メディア部会において包括的
に検討しているが，引き続き検討していくこととする。  
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                                    平成11年６月９日 
                                    生涯学習審議会答申  
 
Ⅲ 今，緊急に取組がもとめられること  
 
２ 地域の子どもたちの遊び場をふやす  





   【当面緊急にしなければならないこと】  
    ◎ 博物館や美術館において，子どもたちが主体的に五感を使って体験できるよう，参加体験
型の展示の開発やハンズオン（自ら見て，触って，試して，考えること）活動を展開する。  




    ◎ 大学や大学共同利用機関が科学系博物館等と連携し，子どもたちが最先端の研究成果に直
接触れることができるよう，科学実験体験，施設見学等を開催する。（科学技術庁と連携）  
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    ◎ 公立等の美術館，博物館において，子どもたちが美術や伝統文化に親しみ，理解を深める
機会を提供する。  
    ◎ 学校休業土曜日等の博物館・美術館の無料開放等を進める。  
 
４ 子どもたちの活動を支援するリーダーを育てる  










   【当面緊急にしなければならないこと】  









      また，一部の国立青少年教育施設等において，民間団体や民間教育事業者との連携によ  
り，トップランナーの養成・研修を行う。  
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25 学習の成果を幅広く生かす（抄） 
   －生涯学習の成果を生かすための方策について－ 
 
                                    平成11年６月９日 
                                    生涯学習審議会答申  
 
第４章 学習の成果を「地域社会の発展」に生かす  
 
２ 学習成果を地域の発展に生かすにあたっての課題と対応方策  
 (2) 活動の場づくり  
  ② 地域での活動参加  
   1) 公民館等の講座・学級の住民参加型の自主的な企画・運営  























   2) 地域ぐるみの組織的活動  
     ＰＴＡ，自治会など地域の様々な団体が集まり，地域ぐるみで，子どもの健全な育成のため
に，学習し，その成果を生かした活動が求められている。  










   3) 地域の子育て支援ネットワーク  















   4) 青少年の健全育成のための社会事業  
     特に最近，青少年の非行問題等が憂慮される状況となっている。これに対しては，様々な対
策を講じる必要があるが，中長期的には，子どもたちに自然の中での遊び，体験活動，サバイ
バル体験等を重ねさせることの教育上の有効性も指摘されるところとなっている。  
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26 新しい情報通信技術を活用した生涯学習の推進方策について（要旨） 
   －情報化で広がる生涯学習の展望－ 
 
                                    平成12年11月28日 
                                    生涯学習審議会答申  
 


















































27 新しい時代における教養教育の在り方について（抄）  
 
                                    平成14年２月21日 
                                    中央教育審議会答申  
 
第３章 どのように教養を培っていくのか  
 
第３節 成人の教養の涵養  
 (2) 具体的な方策  
  ② 大人が教養を高めるために学ぶ機会を充実する  


































28 青少年の奉仕活動・体験活動の推進方策等について（抄）  
 
                                    平成14年７月29日 




   （略）  
 
３．18歳以降の個人が行う奉仕活動等の奨励・支援 
  ～奉仕活動を日常生活の一部として気軽に行う～  
   （略）  
 
 (3) 個人が参加できる多彩なプログラム等の開発・支援  
   （略）  
  2) 身近に参加できる魅力あるプログラムの開発 
    活動を行う主体や，活動分野などそれぞれの特性を踏まえつつ，参加者の能力や経験，興味や
関心に応じて身近に参加できるように多彩な活動の機会が用意される必要がある。  
    活動プログラムの開発に当たっては，例えば若者を引き付けることができるようにゲーム性や
娯楽性を持たせたプログラムや，親子で参加できる活動，中高年齢者が技能や経験を生かしてで
きる活動など，活動に参加する者の特性に応じた配慮が必要である。また，プログラムのアイデ









   ① 公共施設等におけるボランティアの受入れの促進  










     このため，公共施設等においては，ボランティアの受け入れ・活用を組み込んだ事業の運営，
施設の担当者の指定，ボランティア及び職員双方への研修など受入れに必要な環境整備を行う
ことを求めたい。  
     さらに，特別非常勤講師制度，スポーツや文化の指導者派遣制度など学校教育への社会人の
活用のための施策の一層の充実を図る必要がある。 
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 (1) 奉仕活動・体験活動を支援する仕組みづくり  
  1) 協議会・センターの設置  











    なお，協議会については，関係する行政部局が多く，広く関係団体等の協力を得ることが必要
であるため，ネットワーク作りなど行政が一定の役割を果たすことが適当である。  
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 2)  国及び地方を通じた情報システムの構築 
    だれもがいつでも容易に必要な情報を得ることができるシステムが求められる。 






















 (2) 地域ネットワークの形成  






   一方，地域住民の生活圏域に応じた広域的な活動の要請にこたえるため，例えば，市区町村単位
などで，県内のボランティア推進団体，大学，NPO等が連携協力して，広域的な拠点（広域プラット
フォーム）を整備していくことも検討に値する。  



















 (3) コーディネーターの養成確保  
  1) コーディネーターに期待される役割  









  2) 養成・確保  














 (4) 行政機関におけるボランティア活動や体験活動を担当する部局の設置・明確化等  









29 「今後の生涯学習の振興方策について」（審議経過の報告）の概要  
 
                               平成16年３月29日 







































 (1) 国民全体の人間力の向上 
   国として，自立した個人の資質・能力の向上を通して，国民全体としての資質・能力の向上を
目指すため，生涯学習の振興を図る。 
 (2) 生涯学習における新しい「公共」の視点の重視 
   個人が社会に主体的に参加・参画することにより，新しい「公共」を形成するという視点に立
って，社会をつくり，社会の活性化を図ることを目的とする。 
 (3) 人の成長段階ごとの政策の重点化 
   人が成長する各段階ごとの課題を明らかにし，実施主体間の役割分担を明確にして連携を図
り，緊急かつ重大なものに重点的に対応していく。 
 (4) 国民一人ひとりの学習ニーズを生かした，広い視野に立った多様な学習の展開等 
   若者を含むあらゆる層の学習者の多様なニーズへの対応やあらゆる資源の把握と有効活用な
ど，多様な学習の展開等により，人間的価値の追求と職業的知識・技術の習得を実現する。 
 (5) ＩＴの活用 
   ＩＴの活用を大幅に拡充することにより，時間的・空間的制約を越えた学習機会の提供や，学














・少子高齢化社会の進行      ・高度情報化の進展と知識社会への移行 
・産業・就業構造の変化      ・グローバル化の進展 

















































































 (1) 国，都道府県，市町村の役割等 





  等を主体的に実施。 
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30 新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について（中間報告）  
 
                               平成19年１月30日 

























 (1) 生涯学習を振興していく上での基本的考え方  















  ○ このため，今後，次のような基本的な考え方の下に，学校・家庭・地域が連携協力しながら，
それぞれの教育力の向上を図るとともに，社会全体で生涯学習社会の実現を目指すことが重要で
ある。 
   ① 「個人の要望」と「社会の要請」のバランスを確保する。  
   ② 「生きがい・教養」だけでなく「職業的知識・技術」を習得する学習を強化する。  
   ③ これまでの知識・技術・経験を「継承」しつつ，それらを生かした新たな「創造」により，
社会の発展を目指す。 
 
 (2) 今後重視すべき視点  
  ① 国民の学習活動を促進するために必要な５つの視点 
   ア．国民全体の人間力の向上  




     また，学習活動は，一面で健康増進による社会保障費の節減，安全・安心な地域づくりの促
進など，社会のセーフティーネット作りに貢献するといった効果もある。このため，国や地方
公共団体等を中心として，国民の学習活動を積極的に支援することが必要である。 
   イ．「公共」の視点の重視 
     自らの知識・技術・経験を生かしたいと考えている人々が地域や社会の課題解決や形成に主
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体的に参画し，活躍することが求められている。このため，地域や社会の課題や歴史・文化な
どに関する学習活動の支援を行う必要がある。 
     また，住民が，学校・社会教育施設・企業・ＮＰＯ等の民間団体等との協働の中で，自らの
意思に基づいて，社会の課題の解決に取り組んでいく学習活動を支援する必要がある。 
   ウ．人の成長段階に即した多様な選択肢を提供する政策の重点化  





   エ．実社会のニーズを生かした多様な学習機会の提供  




   オ．情報通信技術の一層の活用  





  ② 家庭の教育力向上に必要な３つの視点  
   ア．親と子どもの主体的な「育ち合い」（共育）  
     親も子育てを通じ親として成長するものであり，親も子どもも共に育ち合うというスタンス
に立ち，親の能力もうまく引き出しながら，親子共に自立的に成長していくための支援につな
げることが必要である。 
   イ．地域全体での子育ての「支え合い」（共同）  
     子育てについては，家庭だけではなく地域全体のものとしてより広くとらえるべきである。
子どもは「親の子」，「家族の子」として育てるとともに，「地域の子」，「社会の子」として，
地域全体で支え，育てていくことが大切である。 
   ウ．多様性の認識の「分かち合い」（共生） 
     家庭教育などの在り方や行政の支援を考える際には，家庭教育には多様なスタイルがありう
ることを理解し合い（分かち合い），常に基本に据えておく必要がある。  
 
  ③ 地域の教育力向上に必要な３つの視点 
   ア．地域全体での子育て「支え合い」（共同）  
     地域全体で「地域の子」，「社会の子」として子どもを見守り，子育て家庭を支援していこう
とするという意識変革が大切である。また，個々の親の責任という観点だけから考えるのでは
なく，地域社会を見据えた視点が必要である。 
   イ．地域の課題解決は地域自身の手で「助け合い」（共生）  
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     地域の課題は地域の人々自身が解決するという住民自治の理念を具体的に実現していくため
には，地域の人々が社会に関わる力を向上させていくことが大切である。 
   ウ．家庭や地域の教育力と学校教育の効果的な連携「つながり合い」（共育）  






 (1) 「学び」の機会を総合的に提供・支援するシステムの構築  






  ○ あわせて，このような取組を進める民間団体等の自立的，継続的な活動を支援するため，民間
の資金の活用も含めた財政的な基盤を確立する方策を検討することが重要である。  
  ○ 社会教育施設・大学・専修学校・企業・ＮＰＯ等の民間団体において，社会人のキャリアアッ
プや地域活動の参加に役立つ実践的な教育プログラムを共同で開発し，このような教育プログラ
ムの学習成果が広域的に通用し，活用されるようその普及を図る。  





  ○ また，地域や社会が求める一定の能力を証明し，職業や社会活動に生かすため，大学等によっ
て提供される比較的短期の教育プログラムを受講して得られた学習の成果に対し，学位以外の一
定の「履修証明」を与える取組が考えられる。  
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 (2) 個人の「学び直し」に対する支援  













 (3) 学習成果が適切に生かされ評価される方策  
  ○ 国民一人一人の学習活動を促進するためには，個々人の学習成果が社会全体で幅広く通用し，
社会のそれぞれの場において活用できることが重要であり，そのためには，学習内容を相互に比
較し，それを評価する制度の構築が必要である。  
  ○ しかしながら，このような制度の必要性は従来も指摘されているものの，多種多様なあらゆる
学習成果を客観的に定量化して評価できる適切な尺度や方法等はいまだ構築されていないため，
学習成果の社会的通用性の確立に向けた具体的な施策はこれまで講じられて来なかった。  














  ○ 本制度の普及・定着状況を踏まえつつ，将来的には，学校の卒業認定とは別に，社会教育施設・
大学・専修学校・企業・ＮＰＯ等の民間団体等が提供する学習内容（学習成果）を評価し，全国
的な通用性を保証するための制度を構築することが考えられる。  
  ○ このため，例えば，ナショナルセンター機能を持つ第三者機関が学校の卒業認定以外の一定の
学習成果を評価する仕組の構築について検討することが重要である。その際，同センターにおい
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ては，学習成果の評価の仕組や客観的に定量化できるような適当な尺度・方法等の研究，学習成
果の評価に関する情報の収集・提供等を行うことが考えられる。  





 (4) 若年者・女性・団塊世代・高齢者に対する支援  





  ○ 高校生など若者層の自主的な進路選択及び職業教育の涵養に資するよう，実践的な職業教育機
能を有する専修学校が高等学校と連携するなど職業教育を推進することが重要である。  
  ○ また，専修学校を活用し，就職後早期に離職した者，定年退職を控えた中高年，子育て等によ
り就業を中断した女性，ニート等を対象とし，それぞれの特性等に応じた職業能力の向上のため
の学習機会の充実を図る。  
  ○ 出産・育児等により離職し，再就職を希望する女性の再チャレンジのため，身近な場所での再
チャレンジ支援講座，成功事例（ロールモデル）の収集・提供，学習相談等を行う女性メンター
の養成を実施する。  




 (5) 「公共」の課題に取り組む社会教育の振興  














































  ○ あわせて，これらの機能を十分に発揮し，図書館活動の質を向上するため，図書館の専門的職
員である司書等の知識・技術を高めることが急務であり，望ましい司書等の資格や養成の在り方，
研修や再教育の実効性を高める方策を検討する必要がある。  
  ○ 住民が，地域の自然や人々の営み，歴史，文化を学ぶことによって地域の課題を理解し，課題
を解決するための活動に積極的に参画していくことが望まれる。このような中で，各地域の博物
館は，地域の活性化につながる地域づくりの核として重要な役割を果たすことが期待される。  
  ○ 一方で，博物館は，設置主体，内容等の面で極めて多様化しており，社会教育施設としての博
物館の機能，役割を捉え直すことが必要である。このため，現行の博物館登録制度や，多様化，
高度化する学習ニーズに対応できるように学芸員制度の望ましい在り方を見直す必要がある。 
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３．家庭・地域の教育力の向上に関する具体的方策 
 
 (1) 家庭の教育力向上のための具体的方策  
  ① きめ細かな家庭教育支援 
   ○ 子育ての悩みや様々な課題・困難を抱える親への情報提供・相談体制を充実するため，子育
てサポーターリーダー等のボランティアや保健師等の専門家が連携して，子育ての悩みや問題
を抱える家庭に対する育児相談や情報提供等を行う訪問型の家庭教育支援を推進する。 
   ○ また，職業生活や子育て経験を通じて培った知識・技術を持つ地域の団塊世代や高齢者が，
新しい子育ての知識や若い世代の価値観への理解を深めた上で，子育て支援をすることができ
るよう，地域の子育て関係機関との連携の下，研修を実施することも有用である。 
   ○ 従来，教育・福祉・医療等の様々な分野で取り組まれてきた研究成果も踏まえ，孤立しがち
な親や問題を抱えた親等の実態についてきめ細かな調査研究を行うことが必要である。また，
このような研究成果を，今後の家庭教育支援に生かしていくことが重要である。 




   ○ 各発達段階における子育ての課題や悩みの解消などにきめ細かく対応するため，各段階に応
じた課題別の子育て講座の提供を，子どもの健診等の親の多く集まる機会を活用し，推進する。  
 
  ② 親子・世代間で育ち合う子育てを応援する社会づくり 
   ○ 子育て理解促進のため，中学・高校生が幼児やその親とのふれあいを通じて，子育ての楽し
さ・生命や家族の大切さを理解するような取組を促進する。 
   ○ 父親の家庭教育への参加を促進するための集会や，「おやじの会」などの地域活動の機会の提
供や活動の支援を充実するような取組を促進する。  
 
  ③ 子どもの生活リズムの向上 
   ○ 子育て支援団体のリーダーや社会教育主事等の指導者が，子どもの生活リズムの向上に資す
る事業の企画・立案や親への相談等に応じる際の参考となるような資料を作成する。 




   ○ 子どもの生活リズム向上のための取組を行っている先進地域における事例研究や効果の分析，
検証等を実施する。  
 
  ④ 社会や地域ぐるみの家庭教育支援 
   ○ 幼稚園・保育所等地域の家庭教育・子育て支援のセンター機能を持つ機関の支援機能を強化
するとともに，これらの機関との役割分担の下，公民館等の社会教育施設を活用し，小学校区
程度の身近な地域において，子育て中の親等が家庭教育講座や子育てグループ活動へ参加でき
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るような，環境の整備を図る。 
   ○ 学習機会等の情報につき，企業・ＮＰＯ等の民間団体等の協力も得た多様なＰＲ活動を推進
するとともに，家庭教育全般に関するより効果的な情報提供の在り方について検討を行う。 









 (2) 地域の教育力の向上のための具体的方策  
  ① 「放課後子どもプラン」の創設 












  ② その他幅広い視点からの地域の教育力の向上のための方策 




   ○ 地域における子どもの安全確保を図ることは，地域における教育力を考える上で必要不可欠
なことであり，地域の大人の協力を得て，防犯ボランティア活動を一層推進する。  
   ○ 地域の教育力の向上に果たす文化・スポーツの役割も重要であり，地域における伝統文化の
継承などの文化活動や，誰もがいつまでもスポーツ活動に親しむことができる環境の整備など
もさらに推進する。  
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４．地域社会全体で学習活動を支援する具体的方策  
 
 (1) 学習活動を支援する多様な人材が育つ仕組の構築  






  ○ このため，これらの学習支援を行う人材の役割と機能，また，人材に求められる基本的な資質・
能力を整理し，具体的な育成の在り方等について，有識者や関係機関等によって構成される検討
会等において，今後，さらに検討することが必要である。  




















   ・都道府県レベルの社会教育施設が複数の大学・民間団体等と連携して行う事業  
   ・複数の社会教育団体や民間教育事業者が行う全国的な人材育成事業  
   ・大学コンソーシアム等において複数の大学等と教育委員会が協力して行う事業  
   等が考えられるが，引き続き，有識者等による検討が必要である。  
  ○ その他，学習相談員等の養成については，職業教育の重要性に鑑み，既存のキャリア・コンサ
ルタント
*1制度の活用を検討することが考えられるところである。例えば，学習相談員等とキャ
                              
*1 個人の主体的なキャリア形成ができるよう，相談を行う者。厚生労働省職業能力開発局長が定める複数の民間機関等 
  が，キャリア・コンサルタントとなるための養成講座や能力評価試験を実施している。 
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リア・コンサルタントのカリキュラムの一部の相互乗り入れについて検討することが考えられる。  








 (2) 学校・家庭・地域の連携協力を促進するための方策  
  ○ 学校・家庭・地域の連携協力に当って，学校教育，社会教育，家庭教育がそれぞれ担うべき役
割と責任を明確にするとともに，学校教育との連携協力及び家庭教育への支援が社会教育行政の
責任の一つであることを明確にする。  




















  ○ 学校外からの人材の活用については，前述２．(5)に指摘されているように，学校で，社会教育
主事資格を有する者や，前述の学習コーディネーターの中でも，学校教育支援を専門とする者（学
校教育支援コーディネーター）を活用することを推進する必要がある。  
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31 新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について 
  ～知の循環型社会の構築を目指して～（抄）  
 
                           ［平成20年２月19日 中央教育審議会答申］  
 
第１部 今後の生涯学習の振興方策について  
 
４．具体的方策  
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１ 公民館のあるべき姿と今日的指標（抄） 
 
                                     昭和42年７月 
                                     全国公民館連合会  
 
総     論 
 








 (1) 目的と理念 
   公民館は，住民の生活の必要にこたえ，教育・学術・文化の普及ならびに向上につとめ，もって
地域民主化の推進に役立つことを目的とする。 
   このためには，つぎのような理念に立たなければならない。 
  １ 公民館活動の基底は，人間尊重の精神にある。 
    公民館は，すべての人間を尊敬信愛し，人間の生命と幸福をまもることを基本理念として，そ
の活動を展開しなければならない。 
  ２ 公民館活動の核心は，国民の生涯教育の態勢を確立するにある。 
    公民館は，学校とならんで全国民の教育態勢を確立し，住民に教育の機会均等を保障する施設
とならなければならない。 
  ３ 公民館活動の究極のねらいは，住民の自治能力の向上にある。 
    公民館は，社会連帯・自他共存の生活感情を育成し，住民自治の実をあげる場とならなければ
ならない。 
 
 (2) 役割り 
  １ 集会と活用 
    地域の社会生活は，集会活動をとおして向上する。このため集会場，いこいの場，茶の間など，
多様な役割りをはたすものが公民館である。 
    さらにすすんで，住民の日常生活の相談に応じ，資料をととのえ，住民を他の諸機関・諸施設
に媒介するなど，積極的な活用に供するのも公民館である。 
    これが，公民館の基本的な役割りである。 
  ２ 学習と創造 
    学習活動の場をととのえ，ゆたかな教材を提供し，教育・文化活動を展開するのが，公民館の
重要な役割である。 
    住民の継続的な学習活動は，各種の学級・講座等によって動機づけられ，促進され，かつ充実





    これが，公民館の中核的な役割りである。 
  ３ 総合と調整 
    地域社会における課題といかにして総合的に取り組むか，ここに公民館の高次の役割りがあ 
る。 
    公民館は，諸団体・諸機関の連絡と調整をはかり，住民の組織的な教育活動を通じて正しく力
ある世論をもりあげ，地域社会発展の原動力となるべきである。 
    これが公民館の究極的な役割りである。 
 
 (3) 特 質 
  １ 地域性 
    公民館は民主的な地方自治をうちたて，地域の生活環境をととのえるために，生活課題や地域
課題を発見し，その解決の方途を探究する場である。このためには生活連帯意識をささえる地域
性が重視されなければならない。 
    しかし，反面，陥りやすい地域閉鎖性をさけ，広く内外の社会の推移に眼をひらく必要がある。 
  ２ 施設性 
    公民館は，教育施設としての特質が強調されなければならない。計画的・継続的で多様な活動
を展開するためには，専用の施設と設備とが必要であり，とくに時代の進展に即応する教具・教
材がゆたかに導入されなければならない。 
  ３ 専門性 
    公民館は，専門の職員によって経営されるべきである。しかも，公民館の機能を効果的に発揮
するためには，職員の識見・技術・熱意にまつところが大きい。したがって，施設経営の能力を
高めるため，職員の不断の研修が奨励されなければならない。 
  ４ 公共性 




 (1) 企画の科学化 
   社会の変容に対処するためには，科学的方法にもとづいて地域の実態を把握し，住民の要求に応
ずるキメ細かな企画が打ち出されなければならない。 
   企画を科学化するためには，つぎの視点に立つことが必要である。 
  １ 社会の進展や産業構造の変革にたいし，歴史的・社会的な洞察をおこなうこと。 
  ２ 消費革命や流通革命とともに進行しつつある私生活への逃避的傾向に対し，社会連帯の意識や
態度の形成をめざすこと。 
  ３ 一部マス・コミに見られる商業主義的傾向にたいして，自主的・批判的態度を育成すること。 
  ４ 近時の都市化・機械化などによって失われつつある人間性の回復をはかること。 
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 (2) 事業の近代化 
   公民館活動の堕性化を破るには，その成長度に応じ，地域の実態に即して，事業の近代化をはか
らなければならない。 
   事業の近代化には，つぎの視点が重視される。 
  １ 他の諸機関・諸施設との共催，他の公民館との共同，立地条件を異にする公民館相互の交流な
どにより，新境地をひらくこと。 
  ２ 受動的な学習に終始せず，創作・創造・実習・実験など，生活と生産にむすびつき，現代人の
心理に適合する能動的な事業を重視すること。 
  ３ 新しい視聴覚器材などを活用し，進展する科学技術に対応した事業を実施すること。 
  ４ 移動公民館・有線放送などを利用し，事業の機動性・普遍性・浸透性を高めること。 
 
 (3) 運営の効率化 
   教育活動が，ただちに具象的な効果をあげうるものでないという事実にかくれて，運営の非能率
が見すごされてはならない。 
   公民館の運営を効率化するためには，つぎの視点が重要である。 
  １ 地域住民の要求を反映し，社会教育に識見と熱意をもつ運営審議会委員を選んで運営審議会の
活動を活発にすること。 




  ３ 有志指導者（ボランティア）を発見し，随時協力を求めること。 
  ４ 常時の活動をとおして，住民の学習集団の形成とその波及，ならびにこれにもとづく実践運動
への展開を配慮すること。 
 
 (4) 管理の適正化 
   公民館は，公的機関として性格を明確にし，本来の使用に徹するため，管理の適正化をはからな
ければならない。 
   管理の適正化には，つぎの視点が肝要である。 
  １ 公民館長が公民館経営の責任者であるという管理体制を確立すること。 
  ２ 職員の専門的な知識と技術が最高度に発揮できるような職員構成と，その適正な配置をはかる
こと。 
  ３ 施設・設備の整備と運用にあたっては，住民の要求と協力を基本とすること。 
  ４ 公民館の経費は，目的遂行に必要な額が，じゅうぶん確保されるようにつとめるとともに，そ
の効率的な使用を綿密に考究すること。 
  ５ 公民館の配置を適正にするために，教育行政機関の積極的な施策を促進すること。 
 













                          昭和45年５月18日 

































































































                           昭和59年３月31日 






























































 １ これからの公民館に求められるもの 




   最近，各地域社会にあらわれた，住民の日常生活に大きい影響を与えている現象を挙げれば 
  (ｱ) 新たに開発された技術を応用した家庭用機械器具の普及と半加工食品または貯蔵食品の利用に
よる生活の簡便さと単一化， 
  (ｲ) 住居様式や成人男女の勤労形態の変化と家族相互の接触の稀薄化， 
  (ｳ) 子女の教育や日常生活に関する近隣の人間関係や協力態勢の弱体化， 
  (ｴ) マスコミュニケーション手段の広がりに伴う思考や興味の焦点の流動化と，余暇利用方法の個
別化， 
  (ｵ) 対人・公共道徳の低下や職業倫理の衰退等に基因する安定感の減少と，断片的判断および刹那
的行動の増加 
  などが目立ち，世代間の意識や行動の開きも顕著になってきた。 





   以上のようにして，第二次専門委員会が強調した「学習と創造」に焦点を置く基本方針をふまえ
つつ，これをさらに「総合し調整し」て地域へ還元するところまで高次化し，かつフィードバック
するところに公民館でなければ果たし得ない重要目標を新たに設定した。 
   この固有の目標に対して，当面重点的に活動方針を盛り込まれるべきものは，左のとおりであ  
る。 
  １ 流動してやまない国際情勢のもとに生きる人間として，まず自己の足許の地域社会に目をそそ
ぎ，未解決の課題をとらえるとともに，周辺の世界の状況について，正確な情報を揃えることが
できるようにする。 
  ２ 周囲から孤立し，逃避しがちな住民に働きかけて，学習活動を動機づけ，さらに共同の学習の
場を設定してそこに参加するように促す。 
  ３ 共同で学ぶことをもって，すべての学習が終わるのではなく，その内容を個々の生活に合わせ
て深化させ，具体化する活動に進むことが本当の学習であると自覚し，実行するように奨励をす
る。 
  ４ 個人による学習の成果は，自己の生活に還元されるばかりでなく，地域社会の営みに反映され
なければ，その意義が薄れる。学習結果の社会化を可能にするものは，主として地域に成立して
いる諸団体であり，住民相互のつながりである。公民館の活動は，これらの団体との連携協力に
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よって，特色あるものとなる。 






 ２ 公民館の進路と他の機関施設との関係 
   地域社会の多面的で複雑な変化の状況を予見し，それに対処する必要を担う公民館は，特に，学
校の模倣と茶の間形態のいずれかという実態上の二極が，今後多極化することも考慮して， 
   生活を学び，創造する地域における生涯教育の代表的機関
ト ー タ ル エ デ ィ ケ ー シ ョ ン セ ン タ ー
であり， 
   よく知り，よく判断するための情報提供機関
インフォメーションセンター
であり， 





























   事業の側面だけでなく，公民館は，住民の生活の向上に奉仕する各種の施設に対して，住民の心
をとらえ，かつ住民が進んで利用するように，施設の構造や管理・運営についても，モデル的な存
在となり，さらに事業などの協同化を主唱する気がまえをもつことが望まれる。そして，究極的に
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は，地域社会そのものを，より教育的な環境に改めて行くための原動力となるようにして行きた  
い。 























 １ 生涯教育と公民館 
  ㋐ 日本の教育は一日も早く生涯教育体制を打ち出し，そのもとで各機関が有機的かつ合理的に役
割を分担しなければならない必要に当面している。 
  ㋑ 生涯教育を推進するには，地域の実態に即した教育の総合計画（他の行政系統における施設の
活動も含む）を樹立し，すべての住民に，生活を学びつつ実践することができるように，目標を
設定しなければならない。 




 ２ 公民館の目標と活動 
  ㋐ 公民館は，公教育の機関としての要件を充足して，各地域の特性に基づき，構造的に事業を編
成して，教育の成果を地域社会に還元する。 
  ㋑ そのため，地域内の公民館のシステム化に努め，住民生活に密着できるようにする。 
  ㋒ 社会の動向や住民の生活実態を正確にとらえて，教育の総合計画に反映させ，たえず事業の充
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実を図る。 
  ㋓ 教育は「ひと」にあることを認識して，専門的資質をそなえた職員を確保し，教育にふさわし
い環境を整える。 
  ㋔ 施設の管理・運営については，利用者の拡大と，その活用に主眼を置き，また実施方法の改善
に関して，運営審議会委員や有志指導者などの知恵と能力とを最大限に引き出すように努める。 
 
 ３ 公民館と行・財政 
  ㋐ 行政機関と教育実施機関との任務の混同を避け，それぞれの役割に専念する。 
  ㋑ 館長，主事の身分・待遇を教育公務員にふさわしいように改善する。 
  ㋒ 現行の設置運営基準が定める最低の水準をもってしては，生涯教育の主要な位置を占めること
ができないことに留意し，財政を強化して，施設の改善を図る。 
  ㋓ 行政系統や事務の担当区分が極度に分かれてしまったことから生ずる矛盾，非能率を是正する
ため，教育の立場からしての整合を推進する。 
  ㋔ 各機関施設の特性と限界とに着目して，有機的な関係を保つように措置する。 
  ㋕ 現行法令，規則等を見直し，その改正に向けて努力し，財政の強化策を講ずる。 




   （略） 
 
 






















区  分 計 本館 分館 市(区)町村数
公民館を設置する
市(区)町村数 計 市(区) 町 村 
昭和56年度 17,222 10,224 6,998 3,278 3,045 92.9 92.9 93.9 89.6 
59 17,520 10,578 6,942 3,278 2,981 90.9 93.9 91.1 87.6 
62 17,440 10,851 6,589 3,275 2,982 91.1 95.1 90.7 87.7 
平成2年度 17,347 11,005 6,342 3,268 2,966 90.8 94.8 90.9 85.7 
5 17,562 11,188 6,374 3,258 2,966 91.0 94.9 91.2 85.9 
8 17,819 11,446 6,373 3,255 2,967 91.2 94.1 91.8 85.5 
11 18,257 11,418 6,839 3,252 2,983 91.7 94.7 92.2 86.6 
14 17,947 11,354 6,593 3,241 2,950 91.0 94.0 91.2 86.8 
17 17,143 10,889 6,254 2,248 2,004 89.1 93.9 88.4 79.7 
20 15,943 10,395 5,548 1,810 1,595 88.1 92.6 86.7 75.6 
23 14,681 9,880 4,801 1,743 1,501 86.1 90.6 84.4 73.4 
市(区)立 10,624 7,692 2,932 806 746   
町立 3,524 1,966 1,558 811 703   
村立 526 215 311 193 146   
組合立 ― ― ― … …   
私立 7 7 ― … …   
   （注）１ 各年10月１日現在の数値である。 
      ２ 設置率とは,「公民館を設置する市(区)町村数」に占める「市(区)町村数」の割合である。 










昭和56年度 44,511 18,359 26,152 14,588
59 47,398 13,779 12,676 20,943 15,728
62 47,006 13,291 11,925 21,790 17,313
平成2年度 48,722 13,639 12,208 22,875 18,000
5 50,511 13,909 11,819 24,783 18,802
8 52,324 13,751 11,810 26,763 19,030
11 54,289 13,445 12,219 28,625 18,484
14 54,596 12,915 12,148 29,533 18,099
17 52,230 11,982 11,014 29,234 17,127
20 50,771 10,709 10,407 29,655 15,090
23 42,954 8,611 9,689 24,654 13,080 3,387
市(区)立 32,498 7,199 6,466 18,833 10,479 2,843
町立 9,282 1,321 2,824 5,137 2,338 509
村立 1,133 88 399 646 256 35
組合立 ― ― ― ― ― ―
私立 41 3 ― 38 7 …
   （注）１ 各年10月１日現在の数値である。 
２ 「専任」とは,常勤の職員として発令されている者であり,「兼任」とは,当該公民館以外の常勤の職員で兼任発令
されている者であり,「非常勤」とは,非常勤の職員として発令されている者である。 








平成元年度間 234,897,581 7,632,046 170,942,354 23,387,121 32,936,060
4 247,240,414 8,732,654 182,477,153 23,901,707 32,128,900
7 246,120,039 8,682,583 184,423,494 23,021,462 29,992,500
10 241,229,322 9,617,393 183,715,766 22,401,104 25,495,059
13 238,289,483 10,634,061 182,960,077 20,400,781 24,294,564
16 244,349,217 12,449,303 185,450,559 25,750,937 20,698,418
19 256,578,356 12,586,950 196,923,953 25,511,418 21,556,035
22 220,436,860 10,450,093 171,556,157 17,969,816 20,460,794
市(区)立 192,541,194 8,996,204 150,376,619 15,461,440 17,706,931
町立 26,140,596 1,371,895 19,985,070 2,260,813 2,522,818
村立 1,583,773 70,765 1,155,447 134,739 222,822
組合立 ― ― ― ― ―
私立 71,297 11,229 39,021 12,824 8,223 
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４ 設置者別公民館数（都道府県別） 
 




本館 中央館 地区館 分館 
全 国 14,681 10,624 3,524 526 － 7 9,880 1,203 8,677 4,801
北 海 道 428 153 264 11 － － 219 72 147 209
青 森 266 143 84 39 － － 179 35 144 87
岩 手 327 250 75 2 － － 212 23 189 115
宮 城 399 256 142 1 － － 236 31 205 163
秋 田 350 267 78 5 － － 182 13 169 168
山 形 524 257 264 3 － － 178 29 149 346
福 島 413 284 109 20 － － 300 56 244 113
茨 城 280 251 27 2 － － 188 32 156 92
栃 木 191 166 25 － － － 167 19 148 24
群 馬 225 175 38 12 － － 203 19 184 22
埼 玉 507 433 73 1 － － 459 45 414 48
千 葉 303 282 20 1 － － 285 43 242 18
東 京 85 75 9 1 － － 53 16 37 32
神 奈 川 167 149 18 － － － 152 8 144 15
新 潟 483 461 14 8 － － 142 28 114 341
富 山 305 257 48 － － － 300 9 291 5
石 川 315 234 81 － － － 307 11 296 8
福 井 207 160 47 － － － 188 9 179 19
山 梨 500 379 98 23 － － 169 20 149 331
長 野 1,236 585 420 231 － － 284 78 206 952
岐 阜 311 227 80 2 － 2 291 29 262 20
静 岡 157 149 8 － － － 152 7 145 5
愛 知 390 341 47 2 － － 378 32 346 12
三 重 379 307 72 － － － 291 23 268 88
滋 賀 147 132 15 － － － 137 11 126 10
京 都 225 186 38 1 － － 170 18 152 55
大 阪 267 254 9 － － 4 188 25 163 79
兵 庫 336 291 45 － － － 300 38 262 36
奈 良 372 185 132 55 － － 149 31 118 223
和 歌 山 264 105 158 1 － － 148 23 125 116
鳥 取 193 120 72 1 － － 182 19 163 11
島 根 236 165 70 1 － － 215 18 197 21
岡 山 439 388 50 1 － － 272 20 252 167
広 島 307 284 23 － － － 291 22 269 16
山 口 229 188 41 － － － 199 12 187 30
徳 島 328 221 103 4 － － 190 12 178 138
香 川 168 107 61 － － － 108 10 98 60
愛 媛 440 284 156 － － － 299 17 282 141
高 知 202 155 41 6 － － 146 20 126 56
福 岡 365 305 57 3 － － 332 49 283 33
佐 賀 131 115 16 － － － 126 19 107 5
長 崎 193 177 16 － － － 179 15 164 14
熊 本 402 198 151 53 － － 194 30 164 208
大 分 251 236 13 2 － － 178 19 159 73
宮 崎 113 79 33 1 － － 82 20 62 31
鹿 児 島 239 178 53 7 － 1 198 43 155 41
沖 縄 86 30 30 26 － － 82 25 57 4
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５ 市（区）町村立公民館の設置状況 
 
市(区)町村数 公民館を設置する市(区)町村数 設  置  率(％) 
区    分 
計 市(区) 町 村 計 市(区) 町 村 計 市(区) 町 村 
       
全   国 1,743 809 750 184 1,501 733 633 135 86.1 90.6 84.4 73.4
 
北 海 道 179 35 129 15 113 28 78 7 63.1 80.0 60.5 46.7
青   森 40 10 22 8 39 10 22 7 97.5 100.0 100.0 87.5
岩   手 33 13 15 5 28 11 15 2 84.8 84.6 100.0 40.0
宮   城 35 13 21 1 31 12 18 1 88.6 92.3 85.7 100.0
秋   田 25 13 9 3 24 12 9 3 96.0 92.3 100.0 100.0
 
山   形 35 13 19 3 34 13 18 3 97.1 100.0 94.7 100.0
福   島 59 13 31 15 51 12 28 11 86.4 92.3 90.3 73.3
茨   城 44 32 10 2 40 28 10 2 90.9 87.5 100.0 100.0
栃   木 26 14 12 － 26 14 12 － 100.0 100.0 100.0 －
群   馬 35 12 15 8 31 12 13 6 88.6 100.0 86.7 75.0
 
埼   玉 64 40 23 1 62 39 22 1 96.9 97.5 95.7 100.0
千   葉 54 36 17 1 51 36 14 1 94.4 100.0 82.4 100.0
東   京 62 49 5 8 23 20 2 1 37.1 40.8 40.0 12.5
神 奈 川 33 19 13 1 24 15 9 － 72.7 78.9 69.2 －
新   潟 30 20 6 4 30 20 6 4 100.0 100.0 100.0 100.0
 
富   山 15 10 4 1 14 10 4 － 93.3 100.0 100.0 －
石   川 19 10 9 － 19 10 9 － 100.0 100.0 100.0 －
福   井 17 9 8 － 17 9 8 － 100.0 100.0 100.0 －
山   梨 27 13 8 6 26 13 8 5 96.3 100.0 100.0 83.3
長   野 77 19 23 35 76 19 23 34 98.7 100.0 100.0 97.1
 
岐   阜 42 21 19 2 40 20 18 2 95.2 95.2 94.7 100.0
静   岡 35 23 12 － 25 20 5 － 71.4 87.0 41.7 －
愛   知 54 37 15 2 49 35 13 1 90.7 94.6 86.7 50.0
三   重 29 14 15 － 29 14 15 － 100.0 100.0 100.0 －
滋   賀 19 13 6 － 16 10 6 － 84.2 76.9 100.0 －
 
京   都 26 15 10 1 22 14 7 1 84.6 93.3 70.0 100.0
大   阪 43 33 9 1 37 30 7 － 86.0 90.9 77.8 －
兵   庫 41 29 12 － 35 24 11 － 85.4 82.8 91.7 －
奈   良 39 12 15 12 35 12 13 10 89.7 100.0 86.7 83.3
和 歌 山 30 9 20 1 30 9 20 1 100.0 100.0 100.0 100.0
 
鳥   取 19 4 14 1 17 4 12 1 89.5 100.0 85.7 100.0
島   根 19 8 10 1 18 7 10 1 94.7 87.5 100.0 100.0
岡   山 27 15 10 2 26 15 10 1 96.3 100.0 100.0 50.0
広   島 23 14 9 － 20 12 8 － 87.0 85.7 88.9 －
山   口 19 13 6 － 18 12 6 － 94.7 92.3 100.0 －
 
徳   島 24 8 15 1 22 8 13 1 91.7 100.0 86.7 100.0
香   川 17 8 9 － 16 8 8 － 94.1 100.0 88.9 －
愛   媛 20 11 9 － 20 11 9 － 100.0 100.0 100.0 －
高   知 34 11 17 6 24 11 10 3 70.6 100.0 58.8 50.0
福   岡 60 28 30 2 54 24 28 2 90.0 85.7 93.3 100.0
 
佐   賀 20 10 10 － 18 10 8 － 90.0 100.0 80.0 －
長   崎 21 13 8 － 20 13 7 － 95.2 100.0 87.5 －
熊   本 45 14 23 8 41 14 20 7 91.1 100.0 87.0 87.5
大   分 18 14 3 1 18 14 3 1 100.0 100.0 100.0 100.0
宮   崎 26 9 14 3 21 9 11 1 80.8 100.0 78.6 33.3
 
鹿 児 島 43 19 20 4 41 19 19 3 95.3 100.0 95.0 75.0
沖   縄 41 11 11 19 30 11 8 11 73.2 100.0 72.7 57.9
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６ 公民館職員数（都道府県別） 








































全   国 8,611 1,709 4,093 2,809 9,689 3,198 2,830 3,661 24,654 8,495 6,157 10,002 3,387 690 908 1,789
         
北海道 120 31 21 68 608 192 143 273 485 162 146 177 150 22 19 109
青   森 127 31 40 56 179 71 28 80 423 143 133 147 107 19 7 81
岩   手 172 24 118 30 209 80 58 71 505 210 94 201 35 2 7 26
宮   城 179 27 60 92 343 87 116 140 462 197 112 153 433 75 132 226
秋   田 153 32 76 45 257 86 107 64 533 218 156 159 27 6 12 9
         
山   形 182 7 100 75 185 35 76 74 774 404 197 173 86 13 27 46
福   島 365 87 136 142 330 114 131 85 739 197 292 250 9 3 1 5
茨   城 223 60 68 95 172 62 34 76 592 152 143 297 － － － －
栃   木 262 79 80 103 407 85 146 176 279 25 72 182 13 1 － 12
群   馬 326 58 216 52 231 64 125 42 387 97 26 264 － － － －
         
埼   玉 745 169 409 167 503 115 176 212 1,129 203 311 615 44 6 7 31
千   葉 561 107 298 156 167 56 41 70 991 116 103 772 217 16 32 169
東   京 232 51 127 54 84 33 9 42 239 － 34 205 － － － －
神奈川 259 46 139 74 161 35 57 69 640 83 217 340 － － － －
新   潟 162 25 111 26 431 115 137 179 604 257 121 226 36 15 1 20
         
富   山 130 3 91 36 180 77 35 68 661 222 214 225 9 1 4 4
石   川 258 12 160 86 67 15 16 36 374 272 60 42 196 17 52 127
福   井 183 31 111 41 72 29 26 17 464 147 199 118 － － － －
山   梨 35 4 10 21 169 64 47 58 868 422 345 101 15 2 6 7
長   野 259 47 162 50 465 65 220 180 2,657 1,080 694 883 68 27 27 14
         
岐   阜 134 20 48 66 245 65 67 113 631 203 256 172 99 18 19 62
静   岡 153 44 46 63 102 36 23 43 332 78 18 236 1 － － 1
愛   知 295 60 122 113 263 109 47 107 701 121 72 508 595 94 140 361
三   重 67 17 33 17 379 142 137 100 488 184 111 193 120 37 － 83
滋   賀 125 40 38 47 195 53 20 122 286 40 43 203 75 16 19 40
         
京   都 40 8 10 22 78 30 20 28 308 119 105 84 48 14 13 21
大   阪 268 89 23 156 111 67 37 7 537 102 65 370 48 6 2 40
兵   庫 322 100 121 101 124 63 20 41 517 164 39 314 33 7 7 19
奈   良 84 14 25 45 184 108 19 57 163 71 7 85 157 56 29 72
和歌山 78 21 40 17 119 30 65 24 475 197 127 151 12 3 5 4
         
鳥   取 123 19 84 20 48 22 11 15 460 148 279 33 27 1 13 13
島   根 116 17 84 15 76 28 17 31 386 188 122 76 88 3 76 9
岡   山 101 20 43 38 256 101 67 88 725 283 169 273 1 1 － －
広   島 96 18 36 42 59 33 7 19 547 188 182 177 273 62 144 67
山   口 100 22 52 26 275 108 85 82 345 97 130 118 6 2 2 2
         
徳   島 57 8 36 13 106 60 28 18 345 222 67 56 55 30 16 9
香   川 66 14 24 28 73 42 24 7 223 94 32 97 14 6 － 8
愛   媛 327 48 204 75 230 45 136 49 593 324 116 153 54 27 27 －
高   知 60 7 19 34 82 32 14 36 271 149 55 67 6 1 － 5
福   岡 156 36 63 57 194 59 27 108 752 264 270 218 － － － －
         
佐   賀 158 26 100 32 103 35 40 28 132 64 6 62 13 － 12 1
長   崎 129 18 50 61 286 122 47 117 254 50 30 174 12 2 － 10
熊   本 137 19 46 72 363 107 91 165 486 256 32 198 21 7 8 6
大   分 159 38 70 51 93 32 15 46 374 162 89 123 31 18 8 5
宮   崎 67 15 23 29 175 75 6 94 117 14 5 98 3 1 － 2
         
鹿児島 176 22 97 57 214 101 24 89 288 88 34 166 77 25 23 29
沖   縄 84 18 23 43 36 13 8 15 112 18 27 67 73 28 11 34
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７ 公民館の利用状況 
（平成22年度間） 





公 民 館 数 14,170 10,268 3,400 495 － 7
 
利 用 公 民 館 数 12,919 9,471 3,021 421 － 6
 
利用公民館数 12,777 9,374 2,980 417 － 6
利 用 団 体 数 5,112,102 4,616,248 471,914 23,828 － 112 計   
利 用 者 数 171,556,157 150,376,619 19,985,070 1,155,447 － 39,021
 
利用公民館数 9,503 7,199 2,042 257 － 5
利 用 団 体 数 297,812 259,980 35,991 1,823 － 18青少年団体 
利 用 者 数 13,716,455 11,667,352 1,920,447 114,130 － 14,526
 
利用公民館数 9,568 7,090 2,184 289 － 5
利 用 団 体 数 568,429 516,936 49,529 1,947 － 17女 性 団 体 
利 用 者 数 14,746,707 12,975,568 1,650,325 114,859 － 5,955
 
利用公民館数 10,608 7,951 2,361 291 － 5
利 用 団 体 数 2,382,501 2,174,093 201,740 6,639 － 29成 人 団 体 
利 用 者 数 73,104,666 65,247,815 7,479,452 370,594 － 6,805
 
利用公民館数 9,586 7,044 2,257 279 － 6
利 用 団 体 数 272,336 242,654 27,693 1,980 － 9高齢者団体 
利 用 者 数 9,519,301 8,165,107 1,272,514 77,917 － 3,763
 
利用公民館数 10,570 7,846 2,383 337 － 4









そ の 他 
の 団 体 利 用 者 数 60,469,028 52,320,777 7,662,332 477,947 － 7,972
 




  内訳の合計は一致しない。（「団体利用」の「計」欄についても同様） 
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８ 公民館における諸集会の実施状況（都道府県別） 
主   催 計 
講習会・講演会・実習会 体育事業 区   分 公民館数 実施館数
実施件数 参加者数 実施件数 参加者数 実施件数 参加者数
    
全 国 14,170 10,712 189,942 20,460,794 79,563 3,268,622 18,766 2,356,984
 
北 海 道 420 257 2,301 242,961 840 33,464 254 23,203
青 森 257 146 4,094 209,307 2,480 63,827 96 5,518
岩 手 269 175 4,749 353,821 2,325 71,562 355 17,947
宮 城 336 282 3,732 529,385 1,455 94,639 372 58,157
秋 田 348 217 2,574 218,488 1,418 33,750 262 39,044
 
山 形 516 339 4,083 413,270 1,468 48,918 656 90,530
福 島 348 227 4,689 639,514 1,950 60,347 677 70,704
茨 城 269 185 1,843 300,924 869 41,422 171 45,465
栃 木 188 142 1,568 265,267 608 42,923 128 11,928
群 馬 224 187 3,078 509,139 1,717 64,786 111 26,712
 
埼 玉 492 433 8,876 1,601,433 3,645 186,584 465 97,335
千 葉 301 224 4,601 651,472 2,807 149,407 397 24,453
東 京 85 73 1,110 252,525 479 31,659 5 93
神 奈 川 166 158 3,662 728,640 1,487 97,262 568 96,938
新 潟 474 368 4,052 522,082 1,918 113,942 356 67,398
 
富 山 302 276 3,192 399,081 916 33,606 344 60,576
石 川 310 295 10,758 714,877 3,002 102,598 1,790 203,864
福 井 207 184 5,564 559,672 1,824 59,610 403 33,273
山 梨 485 285 2,696 145,328 747 25,217 445 22,434
長 野 1,183 1,030 10,780 1,033,144 3,392 144,000 1,875 234,158
 
岐 阜 304 236 2,514 481,116 1,057 42,747 383 93,415
静 岡 157 121 3,229 410,027 938 50,917 278 42,188
愛 知 387 270 2,630 799,323 1,056 56,448 490 134,175
三 重 363 213 3,575 342,603 1,746 53,371 86 7,526
滋 賀 147 118 2,307 250,845 1,335 54,419 54 14,071
 
京 都 223 165 2,525 175,745 824 31,176 261 23,540
大 阪 267 238 2,378 457,815 1,492 59,181 133 58,566
兵 庫 332 292 6,578 558,568 3,673 156,570 370 52,282
奈 良 346 187 2,841 122,873 1,275 34,406 96 1,982
和 歌 山 253 219 3,186 258,949 634 35,466 908 38,110
 
鳥 取 191 184 6,214 475,960 2,580 75,317 710 83,969
島 根 235 225 12,848 524,300 3,132 84,013 1,269 52,487
岡 山 435 312 4,156 515,002 1,787 74,505 381 56,088
広 島 307 278 7,931 1,009,805 4,048 190,137 124 7,796
山 口 226 181 4,965 376,193 1,296 40,611 211 21,709
 
徳 島 320 142 2,035 161,740 768 39,369 349 16,615
香 川 166 110 1,238 188,027 322 19,053 132 20,829
愛 媛 438 413 7,078 819,269 2,996 153,471 1,059 142,196
高 知 187 130 2,276 98,503 1,332 32,400 179 13,248
福 岡 364 305 8,394 796,113 5,235 240,873 529 48,852
 
佐 賀 129 107 1,575 244,079 932 37,657 75 20,569
長 崎 191 124 2,383 251,288 1,668 47,366 140 49,571
熊 本 356 246 2,415 332,643 917 42,444 351 71,405
大 分 231 175 2,549 173,912 1,194 44,312 236 22,278
宮 崎 111 34 1,141 61,159 566 14,021 42 3,682
 
鹿 児 島 238 148 2,433 213,058 1,085 43,389 153 21,522
沖 縄 86 56 546 71,549 328 15,460 37 8,583
   
－  － 307
 
 共   催 
文化事業 講習会・講演会・実習会 体育事業 文化事業 
実施件数 参加者数 実施件数 参加者数 実施件数 参加者数 実施件数 参加者数 
区   分 
     
37,430 5,570,180 23,179 1,671,512 14,917 2,496,423 16,087 5,097,073 全 国 
 
712 94,728 117 14,887 141 13,993 237 62,686 北 海 道 
654 64,008 468 23,055 105 10,103 291 42,796 青 森 
626 84,491 677 42,588 441 59,254 325 77,979 岩 手 
791 121,967 458 45,694 244 62,582 412 146,346 宮 城 
285 69,626 199 12,462 257 32,173 153 31,433 秋 田 
 
737 84,037 457 33,349 394 77,360 371 79,076 山 形 
698 99,418 353 19,339 629 142,219 382 247,487 福 島 
514 128,738 114 12,148 106 30,994 69 42,157 茨 城 
220 57,249 353 24,531 144 34,867 115 93,769 栃 木 
421 137,163 274 23,974 335 109,722 220 146,782 群 馬 
 
1,166 324,041 1,582 143,595 1,055 319,548 963 530,330 埼 玉 
504 189,271 369 54,317 185 34,294 339 199,730 千 葉 
375 80,045 108 6,327 3 1,030 140 133,371 東 京 
959 301,108 326 35,158 85 16,969 237 181,205 神 奈 川 
812 147,033 274 29,515 272 45,558 420 118,636 新 潟 
 
513 97,342 530 39,431 349 70,796 540 97,330 富 山 
2,765 224,538 1,133 51,389 1,307 59,736 761 72,752 石 川 
1,456 113,062 1,065 71,999 363 107,547 453 174,181 福 井 
975 51,799 164 8,357 164 16,760 201 20,761 山 梨 
2,480 319,451 944 52,775 1,134 135,768 955 146,992 長 野 
 
615 206,376 174 13,384 105 47,604 180 77,590 岐 阜 
1,177 162,961 181 14,956 497 34,431 158 104,574 静 岡 
600 269,936 194 21,295 98 47,634 192 269,835 愛 知 
372 88,019 601 23,284 312 50,675 458 119,728 三 重 
230 44,625 419 36,246 76 21,500 193 79,984 滋 賀 
 
1,011 54,732 148 11,366 103 17,468 178 37,463 京 都 
418 161,966 167 20,391 14 5,102 154 152,609 大 阪 
1,855 195,140 241 34,782 183 20,895 256 98,899 兵 庫 
909 42,141 483 21,503 28 3,768 50 19,073 奈 良 
1,150 87,031 134 8,353 160 19,250 200 70,739 和 歌 山 
 
1,510 113,668 718 33,011 336 77,540 360 92,455 鳥 取 
2,564 131,732 2,130 66,332 1,773 96,527 1,980 93,209 島 根 
834 201,721 534 33,534 257 43,973 363 105,181 岡 山 
811 139,353 2,099 291,149 249 60,472 600 320,898 広 島 
385 110,213 1,241 27,171 803 36,118 1,029 140,371 山 口 
 
320 28,111 346 19,927 73 21,711 179 36,007 徳 島 
243 63,927 222 12,084 186 31,859 133 40,275 香 川 
1,018 232,983 852 55,895 615 109,891 538 124,833 愛 媛 
542 26,240 77 10,556 68 5,437 78 10,622 高 知 
785 132,475 1,114 77,831 315 114,610 416 181,472 福 岡 
 
124 42,955 112 14,279 205 74,248 127 54,371 佐 賀 
183 29,689 185 15,668 101 30,729 106 78,265 長 崎 
334 43,421 247 20,463 278 90,899 288 64,011 熊 本 
685 41,569 269 16,652 87 19,483 78 29,618 大 分 
497 28,005 20 3,430 5 382 11 11,639 宮 崎 
 
489 72,480 280 15,864 252 32,105 174 27,698 鹿 児 島 
106 29,596 26 7,216 25 839 24 9,855 沖 縄 
     




学 習 内 容 別














          
全     国 375,934 25,694 167,673 66,328 74,725 3,650 27,909 2,555 7,400
          
北  海  道 2,500 306 915 353 701 20 148 13 44
青     森 6,269 452 2,616 763 1,230 91 786 74 257
岩     手 7,958 689 3,106 1,266 1,988 57 638 113 101
宮     城 5,563 647 1,187 605 1,748 21 979 230 146
秋     田 3,171 217 1,516 486 631 3 220 21 77
          
山     形 4,799 299 1,555 799 1,227 210 504 23 182
福     島 7,724 982 2,199 1,545 2,123 24 575 86 190
茨     城 3,752 624 1,278 505 1,163 29 110 3 40
栃     木 3,592 321 875 934 1,129 29 241 39 24
群     馬 5,351 514 1,849 656 1,709 44 461 58 60
          
埼     玉 10,530 1,220 2,815 1,484 3,464 126 1,055 99 267
千     葉 6,562 800 1,523 1,164 2,126 50 643 36 220
東     京 1,920 244 925 73 270 14 293 64 37
神  奈  川 4,163 520 818 456 1,802 35 442 55 35
新     潟 5,735 744 2,680 911 923 4 397 25 51
          
富     山 6,169 323 3,162 1,065 1,169 6 416 7 21
石     川 19,135 628 9,618 5,419 1,713 28 1,039 79 611
福     井 14,319 631 6,817 3,033 2,423 130 993 141 151
山     梨 4,747 183 2,330 1,049 699 8 348 15 115
長     野 11,312 1,321 3,994 1,849 2,727 64 1,012 89 256
          
岐     阜 5,953 479 2,391 956 1,489 64 410 35 129
静     岡 4,576 406 1,836 694 1,260 45 284 18 33
愛     知 6,352 456 2,411 711 1,556 671 327 87 133
三     重 7,861 501 3,711 1,236 1,670 209 448 7 79
滋     賀 6,436 532 2,472 1,100 1,530 102 620 23 57
          
京     都 3,439 247 1,465 533 832 3 227 14 118
大     阪 4,616 860 1,642 755 819 48 444 32 16
兵     庫 49,527 2,181 33,334 7,965 4,864 54 966 125 38
奈     良 4,044 490 2,277 295 687 － 248 6 41
和  歌  山 5,295 136 2,664 1,094 822 147 407 4 21
          
鳥     取 10,059 605 4,308 2,136 1,871 16 918 108 97
島     根 24,128 1,148 9,816 5,141 3,704 143 1,889 65 2,222
岡     山 13,208 829 6,534 2,623 1,859 178 1,020 21 144
広     島 12,847 476 4,694 2,441 2,940 282 1,776 186 52
山     口 12,266 401 7,676 2,046 1,474 57 426 34 152
          
徳     島 3,991 133 1,911 785 537 12 485 33 95
香     川 1,837 155 936 247 360 1 122 9 7
愛     媛 8,592 533 3,222 1,375 2,305 54 986 37 80
高     知 5,401 249 2,404 1,123 1,352 39 175 － 59
福     岡 18,793 863 6,445 3,958 4,472 108 2,253 216 478
          
佐     賀 2,851 204 864 356 892 54 435 6 40
長     崎 5,338 510 2,034 604 1,675 97 366 25 27
熊     本 5,002 294 1,789 729 1,567 118 431 16 58
大     分 9,646 797 4,256 1,765 1,613 97 675 155 288
宮     崎 1,234 166 467 233 228 28 94 1 17
          
鹿  児  島 6,195 284 3,699 853 1,169 19 140 5 26
沖     縄 1,176 94 637 159 213 11 37 17 8
 
 




２．学級生・受講者数（計）      （平成22年度間） 
学 習 内 容 別














          
全     国 10,450,093 1,015,891 2,819,900 2,041,104 2,297,337 61,079 1,562,020 84,370 568,392
          
北  海  道 79,638 17,112 21,541 12,014 15,997 245 8,696 245 3,788
青     森 204,476 16,653 57,264 28,033 59,422 1,548 31,052 1,949 8,555
岩     手 247,097 29,143 66,597 32,041 68,017 1,624 30,154 3,086 16,435
宮     城 344,005 45,409 35,186 33,988 55,977 658 109,135 8,124 55,528
秋     田 98,966 8,418 29,360 20,770 21,615 77 13,322 711 4,693
          
山     形 132,903 9,996 26,008 36,266 31,389 3,289 16,809 485 8,661
福     島 213,502 22,258 44,106 58,331 56,129 307 20,682 1,327 10,362
茨     城 124,353 13,319 26,752 26,647 43,982 2,134 4,684 84 6,751
栃     木 139,431 13,099 15,194 38,595 46,764 429 15,735 1,795 7,820
群     馬 178,402 24,155 46,926 30,355 46,723 736 22,512 2,678 4,317
          
埼     玉 556,384 85,507 98,744 102,415 131,212 2,199 76,236 7,057 53,014
千     葉 287,367 44,199 45,127 54,973 77,867 556 31,404 1,035 32,206
東     京 184,880 20,471 47,073 1,935 9,182 644 89,888 3,936 11,751
神  奈  川 275,404 36,161 27,836 27,222 96,548 1,429 56,575 3,084 26,549
新     潟 192,526 24,987 47,986 27,689 51,260 157 30,997 965 8,485
          
富     山 158,675 10,151 49,135 35,469 36,175 97 24,958 135 2,555
石     川 501,902 27,148 176,806 179,960 50,787 359 37,458 2,986 26,398
福     井 275,479 17,227 91,548 62,284 62,867 1,266 33,957 3,124 3,206
山     梨 103,414 11,978 31,228 21,999 15,831 180 14,869 575 6,754
長     野 382,386 74,891 68,498 84,696 78,210 1,223 63,396 3,380 8,092
          
岐     阜 157,025 14,349 41,291 32,955 41,799 669 22,097 744 3,121
静     岡 199,852 14,916 94,347 34,453 40,226 793 12,920 1,071 1,126
愛     知 237,627 35,534 58,730 35,478 52,526 11,026 30,759 3,340 10,234
三     重 181,210 14,480 63,806 34,969 41,715 1,920 17,625 156 6,539
滋     賀 168,295 15,331 39,983 26,042 48,606 1,031 26,963 1,651 8,688
          
京     都 97,106 11,109 22,685 23,251 19,109 49 16,291 132 4,480
大     阪 174,442 32,439 38,905 21,878 28,492 1,034 45,499 1,916 4,279
兵     庫 761,709 66,608 382,208 135,004 115,197 1,864 53,611 3,533 3,684
奈     良 88,962 14,130 35,316 6,331 13,966 － 14,238 140 4,841
和  歌  山 91,623 4,576 33,425 16,336 17,967 4,263 14,475 107 474
          
鳥     取 330,477 16,852 86,550 111,588 58,154 628 46,078 1,987 8,640
島     根 381,263 17,199 105,703 103,018 78,555 1,953 55,052 1,477 18,306
岡     山 274,113 27,487 89,950 49,778 51,794 2,116 37,367 428 15,193
広     島 535,828 28,271 103,168 71,613 115,751 4,565 151,342 8,443 52,675
山     口 202,490 12,451 92,904 39,707 33,649 988 17,737 888 4,166
          
徳     島 84,760 3,329 24,926 16,266 13,623 217 20,365 355 5,679
香     川 54,354 6,995 14,852 9,729 10,139 16 12,061 115 447
愛     媛 293,157 20,181 67,626 67,434 77,843 786 36,669 839 21,779
高     知 99,166 4,188 30,211 25,096 28,999 524 6,673 － 3,475
福     岡 544,307 31,038 106,684 116,043 140,339 1,688 98,167 5,983 44,365
          
佐     賀 104,289 7,664 14,064 29,042 27,626 632 22,782 150 2,329
長     崎 174,958 17,818 43,738 37,020 53,047 1,152 14,397 730 7,056
熊     本 140,518 10,887 36,500 23,331 43,617 2,543 17,938 294 5,408
大     分 183,398 21,865 51,623 32,757 37,630 992 26,467 2,519 9,545
宮     崎 22,540 2,329 5,675 6,252 4,901 136 2,802 15 430
          
鹿  児  島 153,078 7,583 72,187 17,296 38,408 292 5,578 174 11,560
沖     縄 32,356 4,000 9,928 2,755 7,705 45 3,548 422 3,953
   
 




  区    分 計 
市(区) 町 村 組 合
計 
市(区) 町 村 組 合
     
全   国 4,053 3,149 809 95 － 3,879 2,898 898 83 －
 
北 海 道 90 22 63 5 － 124 32 89 3 －
青   森 46 14 23 9 － 58 27 16 15 －
岩   手 68 57 10 1 － 105 81 24 － －
宮   城 17 13 4 － － 43 42 1 － －
秋   田 39 32 6 1 － 98 66 30 2 －
 
山   形 137 89 45 3 － 103 24 79 － －
福   島 64 49 13 2 － 104 83 19 2 －
茨   城 69 59 8 2 － 148 134 14 － －
栃   木 31 21 10 － － 103 89 14 － －
群   馬 91 78 10 3 － 54 49 5 － －
 
埼   玉 148 138 9 1 － 215 196 19 － －
千   葉 60 49 10 1 － 198 193 5 － －
東   京 23 22 1 － － 40 37 3 － －
神 奈 川 78 75 3 － － 14 14 － － －
新   潟 75 69 5 1 － 142 137 5 － －
 
富   山 144 97 47 － － 39 39 － － －
石   川 198 140 58 － － 30 25 5 － －
福   井 139 117 22 － － 26 1 25 － －
山   梨 114 72 40 2 － 139 117 14 8 －
長   野 165 101 27 37 － 254 109 99 46 －
 
岐   阜 135 107 26 2 － 96 61 35 － －
静   岡 36 33 3 － － 41 41 － － －
愛   知 77 76 1 － － 49 49 － － －
三   重 82 62 20 － － 110 100 10 － －
滋   賀 34 24 10 － － 42 42 － － －
 
京   都 31 21 10 － － 41 41 － － －
大   阪 19 18 1 － － 118 116 2 － －
兵   庫 45 35 10 － － 106 93 13 － －
奈   良 40 28 8 4 － 125 90 35 － －
和 歌 山 66 36 30 － － 50 17 33 － －
 
鳥   取 121 85 35 1 － 35 5 30 － －
島   根 150 123 26 1 － 22 9 13 － －
岡   山 181 160 21 － － 127 120 7 － －
広   島 146 139 7 － － 56 49 7 － －
山   口 116 109 7 － － 54 35 19 － －
 
徳   島 75 56 19 － － 106 63 43 － －
香   川 49 28 21 － － 49 43 6 － －
愛   媛 240 203 37 － － 118 54 64 － －
高   知 76 60 15 1 － 72 55 13 4 －
福   岡 135 117 16 2 － 34 16 17 1 －
 
佐   賀 91 82 9 － － 11 5 6 － －
長   崎 59 55 4 － － 64 54 10 － －
熊   本 42 22 15 5 － 170 118 52 － －
大   分 88 79 8 1 － 62 57 4 1 －
宮   崎 11 5 5 1 － 19 10 9 － －
 
鹿 児 島 88 63 23 2 － 52 48 4 － －
沖   縄 24 9 8 7 － 13 12 － 1 －
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